
No.

評価結果の総合分析

－人口・保健医療分野－

平成14年 3月

国 際 協 力 事 業 団

企　評

ＪＲ

02－3



本報告書に記載された意見は評価者によるものであり、JICAを代表する意見ではありません。



目　　　　　次

要　約

第 1章 総合分析の概要･･････････････････････････････････････････････････････････････ 1

1－ 1 総合分析の背景と目的 ･････････････････････････････････････････････････････ 1

1－ 2 人口・保健医療分野の特色 ･････････････････････････････････････････････････ 2

1－ 3 分析方法とプロセス ･･･････････････････････････････････････････････････････ 4

第 2章 メタ分析 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 7

2－ 1 メタ分析の方法 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 7

2－ 2 分析のプロセス ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 9

2－ 3 メタ分析の結果 ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 11

2－ 4 統計解析の分析結果 ･･･････････････････････････････････････････････････････ 23

第 3章 事例研究 ････････････････････････････････････････････････････････････････････ 28

3－ 1 事例研究の目的と方法 ･････････････････････････････････････････････････････ 28

3－ 2 カンボディア王国母子保健プロジェクト･････････････････････････････････････ 28

3－ 3 ネパール王国プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト ･･････････････････････ 37

第 4章 人口・保健医療分野のモニタリング・評価の改善策 ････････････････････････････ 43

付属資料 ････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 47

1. 調査対象案件リスト ･･･････････････････････････････････････････････････････････ 49

2. 個別案件評価表････････････････････････････････････････････････････････････････ 50

3. 55案件の分析表 ･･･････････････････････････････････････････････････････････････ 165

4. 評価項目間の相関係数行列 ･････････････････････････････････････････････････････ 181



要　　　　　約

1. 本調査の目的

近年開発援助において、モニタリング・評価によって各個別のプロジェクトの運営を改善し

ていく努力だけではなく、より中長期的な観点から、評価から得られる教訓を類似の事業の計

画立案や、上位の方針、戦略の策定などにも活かしていくことが大きな課題となっている。事

業改善に評価結果を活用するためには、評価調査の質の向上を図り、評価が必要な情報を提供

できるようにするだけではなく、さらに情報を活用しやすい形で提供する工夫が必要である。

本調査は、上記の問題意識の基に、人口・保健医療分野で1997年度から 2000年度に実施され

た評価調査 55案件を横断的に分析し（これを「総合分析」と定義した）、事業改善のための教訓

を再抽出する試みである。人口・保健医療分野は「日米コモンアジェンダ」、「地球規模問題イニ

シアティブ（GII）」、「沖縄感染症対策イニシアティブ」に見られるように日本が重視する分野で

あり、JICAもプロジェクト方式技術協力、専門家派遣などで長年の実績を有し幅広い事例を検

証できる分野であることから、本調査の対象分野に選ばれた。

2. 調査の内容

本調査は、全案件のメタ分析と 2案件の事例研究から構成されている。メタ分析では、「個別

案件評価表」及び「案件分析シート」を作成した。個別案件表は案件の内容及び評価結果を整理

して、55案件を横断的に分析し、できる限りパターンや傾向を読みとろうとする試みである。ま

た、案件分析シートの作成は、階層分析法を活用してプロジェクトの投入・活動と結果につい

て相関関係を見ようとするものである。これまで実施された評価調査の報告書の評価情報や

データの制約から、数値や共通の指標を用いた系統だった解析は困難であり、各分析は調査者

の判断を基にした定性的な分析に限定された。事例研究では、メタ分析の結果導き出された問

題を考察し、グッド・プラクティスから教訓を得ることを目的として、文献調査、関係者のイ

ンタビューを行った。ただし、現地調査は行わず、また日本側の関係者のみしかインタビュー

を行っていない。また、JICAの医療協力の経験者を中心にタスクフォースを結成し、適宜調査

の過程で議論を行ったり、インタビューを実施することで、現場の関係者のニーズを調査に反

映させるとともに、評価調査のフィードバックを行った。

3. 調査結果

（1）メタ分析

メタ分析では、①プロジェクトのスキーム別に生じる問題点、②感染症、人口・リプロダ

クティブヘルスといったサブセクター別に生じる問題点、③病院や研究所など集中型・公衆



衛生や地域医療などターゲットのサイトが多地域に渡る分散型による問題点、④国・地域別

に生じる問題点、のように整理、分析する方法を検討した。スキーム別に生じる問題点、集

中型・分散型の違いによる問題点については、下の表のような傾向が読みとれた。

スキーム別及び集中型・分散型別でみた問題・課題の種類と発生頻度

分　類 スキーム別 集中型・分散型別
問題・課題 プロ技 無償 研修 JOCV派遣 集中型 分散型

1）計画・立案 ◎ ○ ◎

2）資機材 ○ ◎ ◎ ◎

3）カウンターパート ◎ ◎ ◎

4）波及効果 ○ ◎ ◎

5）移転技術の活用 ◎

6）啓蒙活動 ◎

◎：非常に多い　○：多い

一方で、サブセクターごとの問題点や、国・地域ごとの問題点は、傾向をみることはでき

なかった。サブセクターについては、分類についてあいまいになること、評価調査では技術

的な妥当性や適切性が論じられることが少ないことなどが、この分類による問題の類型化が

困難であった理由として考えられる。

案件分析シートを用いた統計解析では、現場調査や聞き取り調査を行わず報告書から評価

者が判断を行ったので、厳密さについては疑問が残るが、全体の傾向をつかむうえでは有意

義な材料とみなされる。まず48の項目についてレーティングを行い、平均値と標準偏差を見

ることで、どのプロジェクトも抱える構造的な問題と、プロジェクトによってばらつきが大

きく、したがって担当者や関係者にとっての注意事項となる問題を抽出した。また、潜在因

子の相関関係を分析し、計画から活動、結果にいたる因果関係の確認を行い、計画の内容と

しては「裨益者の選定」「国家政策との整合性」「支援政策との整合性」の意味合いが大きく、

「（指機材の）供与内容」「活動内容」が結果に対して大きな影響を与えているという仮説を検証

した。

（2）事例研究

事例研究では、「カンボディア王国母子保健プロジェクト」と「ネパール王国プライマリー・

ヘルスケア・プロジェクト」を取り上げた。「カンボディア王国母子保健プロジェクト」では、

「母子保健に係る技術移転とオーナーシップの醸成」が一貫したコンセプトとして維持されて

いた。そしてこのコンセプトが、①案件形成から専門家派遣、研修員受入れまで関与した国

内支援委員会、②プロジェクトのマネージメントの重視、③カンボディア側スタッフによる

診療行為に対する日本人専門家の継続的な指導、④無償資金協力による近代的施設及び資機

材の導入、という柱によって支えられていた。この構造が相乗効果を生み出し、プロジェク



トの成功要因となったと考えられる。一方、「ネパール王国プライマリー・ヘルスケア・プロ

ジェクト」は地方自治体の支援による比較的新しい取り組みであるが、プロジェクトの活動が

多岐にわたり、反省点も多いと考えられる。プロジェクトの計画・立案時点で、プロジェク

トの対象地域の制度的地理的制約、政治的環境や住民のニーズが十分に考慮されていなかっ

たため、アプローチや活動内容の絞り込みに支障を来したのではないかと考えられる。また、

PDMが作成されておらず、ベースライン調査の結果がプロジェクト中のモニタリング、計画

の変更や評価に有効に活用されなかったという点も指摘された。

4. 教　訓

本調査の調査対象 55案件から得られた主な教訓は、以下のとおりである。

① PDMを用いた計画・立案を強化する（PDMの質の向上に取り組む）。

② プロジェクト内部での自己モニタリングを強化する。

③ プロジェクトのコンポーネントをグルーピングし、パッケージ化することで課題、問

題点の整理を行う。

④ 様々なプロジェクトの関係者の情報交換を促進する。

⑤ グッド・プラクティスを参照できる「グッド・プラクティス・マニュアル」を開発する。

本調査は試行的な試みであるが、今後他のセクターでも総合分析を進めることによってメタ

分析、さらにはメタ評価の事例を積み重ね、評価の質及びプロジェクト管理の改善に向けての

具体的方向性を見いだすことが望まれる。
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第 1章　総合分析の概要

1－1 総合分析の背景と目的

1990年代以降、開発プロジェクトにおけるモニタリング・評価の重要性が高まっている。個別

のプロジェクトにおけるモニタリング・評価調査によって当該プロジェクトの軌道修正を行い、

事業の効率をあげ、質を高めていくことはもとより、より中長期的な視点に立って、モニタリン

グ・評価の結果から得られる教訓・提言を類似の事業にいかに具体的に活用し、先行案件から得

られた知見を反映させていくかも大きな課題となっている。

このような背景のもとに、平成 13年度に実施された調査、「評価結果のフィードバック」1では、

評価結果の活用状況は、JICA本部でも専門家の間でも活発ではなく、その背景には評価調査の内

容や結果が表面的で具体性に欠けていたり、必要な情報がなかったり、あるいは評価結果が相手

国側と十分に共有されていないなどの問題があることが指摘された。

そこで、13年度は JICAの協力案件のなかでも重要なセクターのひとつである人口・保健医療分

野を取り上げ、実際のプロジェクトにおけるモニタリング・評価調査で結果がどのように導き出

されているのかをレビューし、人口・保健医療分野における具体的な改善策を検討することと

なった。

近年、開発援助のなかでは、貧困削減という課題に向けてセクター横断的（マルチ・セクトラル）

なアプローチの重要性に対する関心が高まりつつあるが、それでもなお人口・保健医療分野に重

点を置くべきであるという認識は、「人間の安全保障」といった考え方にも強く反映されている。

これは援助関係者、受入国関係者のなかでも共有されているといってよく、1993年に発足した「日

米コモン・アジェンダ」、1994年の「地球規模問題イニシアティブ（GII）」や 2000年のサミットで発

表された「沖縄感染症対策イニシアティブ」以降、これらの動きに沿って同分野の協力は、実際に

案件数、金額どちらでも増加を見せている（図 1－ 1、1－ 2参照）。

さらに人口・保健医療分野と並んで重要視されている分野として教育分野があるが、前者が無

償資金協力のみならずプロジェクト方式技術協力（以下、「プロ技」と記す）のほか専門家派遣など

人材育成や制度開発などソフトに係る枠組みでも JICAが長年の実績を有しているのとは対照的

に、後者は学校建設など無償の実績に比して、プロ技のようにソフトの取り組みは比較的近年に

なってから本格化したということもあるため、今般の総合評価の対象は、案件数や実施国など幅

広く事例を集められる人口・保健医療分野が適切であると判断された。

個別の人口・保健医療プロジェクトにおいて、そのパフォーマンスと質とを高めていくことが

1 平成12年度調査研究「評価結果のフィードバック──組織・事業の学習プロセスとしてのフィードバック──」平
成13年 1月国際協力事業団　企画・評価部評価監理室
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国内の納税者の側からも受入国市民の側からも要請されており、その手段としてモニタリング・

評価の役割をより重視することは自然な流れである。同時に、保健・医療の技術的な課題以外に

もプロジェクトの効率性や目標の達成度に影響を与える様々な要因――具体的には、当該国・地

域の社会・文化的文脈及びプロジェクトのマネージメントなど――も考慮することが重要である。

以上から、本調査の目的として、以下の項目が設定された。

（1）人口・保健医療分野における JICAの評価に関する経験を机上調査を中心に総合的に評価・

分析し、同分野課題別指針等の改善のための教訓及び同分野のプロジェクト実施管理の改善

に向けての教訓を抽出し、これらの体系的蓄積を図る。

（2）次いでこれらの結果を現場にフィードバックしていくための基盤づくりに資するデータ

ベースを作成する。

なお、モニタリング・評価結果を「フィードバック」する、と言った時、調査の対象になったプ

ロジェクト自体へ結果をフィードバックして改善に役立てる、もしくは、類似の案件へ教訓とし

て反映させる、という意味と、情報公開という観点から市民やメディアに対して情報を提供する、

という意味があろう。本調査は、あくまでも人口・保健医療分野でプロジェクト関係者がプロジェ

クトのパフォーマンスをより高めていくことを第一の目的にしているため、この場合は前者の

フィードバックの意味を優先させている。

1－2 人口・保健医療分野の特色

ここで本調査の対象である人口・保健医療分野の協力の実績を概観しておきたい。図 1－ 1、1

－ 2は、1995年度から 1999年度にかけての日本による人口・保健医療分野の援助実績の推移を示

すものである。
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出所：2000年 ODA白書

図 1－ 1　人口・保健医療分野における援助実績 1995-1999
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出所：2000年 ODA白書

図 1－ 2　人口・保健医療分野における技術協力の実績 1995-1999

本報告書の作成時点では、1999年度の実績までしか入手できなかったが、技術協力は、研修員

受入れ、専門家派遣、協力隊派遣とも1995年度以降増加しており、特に研修員受入れは、1999年

度は 1995年度より 46％増加している（専門家派遣、協力隊派遣はそれぞれ 16％、35％増）。同時

期、JICAの総事業費に対する人口・保健医療分野の割合は、8％から10％に拡大した。今後は、2025

年には 80億人に達するとされる世界の総人口と食糧安保や環境保全との関連から人口増加に対す

る取り組み、HIV/AIDSを中心とする感染症対策が優先課題とされている。上述GIIでは、1994年

から2000年までの 7年間に途上国における人口・エイズ分野に対して総額 30億ドルの支援を行う

ことが表明されたが、1998年度末には早々にその目標は達成されている。

さらに同分野の協力実績を地域別にみると図 1－ 3のようになる。

アジア

中南米

中近東

アフリカ

大洋州

その他

41%

16%
8%

24%

2% 9%

出所：JICA資料

図 1－ 3　1999年度の人口・保健医療分野地域別実績

現在のところ、アジア最大のHIV感染者数を抱えるインドや感染率の高い国が含まれるアセア

ン諸国を含むアジア地域が最大の協力受入地域であるが（41％）、今後は全世界のHIV/AIDS感染者
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の 70％が集中するサブサハラアフリカ地域への協力へ重点が移っていくものと予想される。

また、1990年代以降、世界銀行などの国際機関は、従来のサービス供給型事業から保健・医療

分野の政策やセクター改革などよりマクロな取り組みにシフトするなか、地域レベルで保健・医

療サービスの質の改善とサービス拡大に取り組む JICAの役割は今後も一層重要になると思われ

る。

1－3 分析方法とプロセス

本総合分析の調査対象は、1997年度から 2000年度の間に何らかの評価調査が実施された人口・

保健医療分野の 55案件であるが、これらの評価結果については共通のものさしに基づいて評価結

果が出されているわけではないため、全体としてこのうちの何割程度が満足のいく結果を生んだ

のか、あるいは生まなかったのかについては明らかではなかった。そこで取られた方法とそのプ

ロセスを図示すると図 1－ 4のようになる。

1. 調査の準備：

－調査の枠組み設定

－資料の収集とレビュー

－タスクフォースメンバーへの

インタビュー

3. 事例研究：

－関連報告書のレビュー

－インタビュー調査

－報告書とインタビュー結果の

クロス検討

4. 改善策の検討：

－主要な調査結果の整理

－改善策の検討と整理

2. メタ分析：

－案件分析表の入力･作成

－案件評価表の入力･作成

－抽出項目の検討

－スキーム別の問題検討

図 1－ 4　総合分析のプロセス

具体的な作業は以下のとおりであった。

（1）調査の準備

まず、調査対象案件をリスト化し、関連報告書を収集したうえで、調査枠組みの検討を行っ

た。既存の報告書は、評価結果は記述されていてもそれらの根拠となる情報やデータについ

ては、質、量ともに不十分であることが多いため、本調査では数値指標を用いた系統立った
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解析は困難、という判断から評価調査者（報告書作成者）の判断を基にした定性的な分析を行

うこととした。

さらに、本調査では、調査の過程において、より関係者の意見や希望を反映させるべく、「タ

スクフォース」を設置し、会合を開催した。メンバーは、現在、もしくは過去に医療協力部で

業務を行った JICA職員である。会合と同時に、現行の人口・保健医療分野のプロジェクトの

各サイクルで直面している課題などについてメンバーにインタビューを実施した。

タスクフォースのメンバー（敬省略）

アドバイザー：

　梅内拓生（吉備国際大学国際協力研究所所長）

　喜多悦子（日本赤十字社九州国際看護大学教授）

メンバー：

　青木恒憲（医療協力部医療協力第一課）

　伊藤賢一（アジア第一部インドシナ課）

　小林恵子（アジア第二部南西アジア・大洋州課）

　坂元律子（医療協力部医療協力第二課）

　東城康裕（青年海外協力隊事務局国内課）

　富田明子（アフリカ・中近東・欧州部中近東・欧州課）

　西本玲（森林・自然環境協力部水産環境協力課）

　平井利奈（総務部法務室）

　牧本小枝（無償資金協力部業務第二課）

　井本佐智子（評価監理室）

　平田慈花（同上）

コンサルタント：

　松村みか（（株）コーエイ総合研究所）

　塩畑真里子（同上）

（2）メタ分析

続いてメタ分析では、「案件分析シート」及び「案件評価表」のフォーマットを作成した。前

者は、階層分析法を活用した調査を行うためで、プロジェクトの投入・活動に係る項目と結

果に係る項目を列挙し、レーティングすることで相関関係をみようとするものである。

「案件評価表」は、「事業事前評価表」のフォーマットに基づいたもので、これは基本的に

PCMをもとにしているため、これを作成することでPDMの内容をほぼカバーできる。この計

画・立案手法を使うことによって、プロジェクトのパフォーマンスをモニタリングするため

の指標を体系的に選定するようにした。これらの指標を適切に選択することによって、プロ

ジェクト目標の深度を測ることができるようになる。
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（3）事例研究

事例研究は、メタ分析の結果を所与の視点として具体的なプロジェクトについて関係する

報告書をレビュー、検討し、関係者にインタビューを行う。メタ分析で明らかにされたプロ

ジェクトの問題点の傾向を分類し、分析したうえで、それが実際のプロジェクトでどのよう

な現象をもたらしているのかを具体的に提示するものである。

（4）改善策の検討

メタ分析と事例研究の結果から、それらを整理し、人口・保健医療分野におけるモニタリ

ング・評価の改善方法、及びそれらの結果のフィードバックする方策を検討する。モニタリ

ング・評価の方法については、一部計画・立案段階と密接にかかわる部分もあるため、計画・

立案段階での改善についても踏み込んでいる。
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第 2章　メタ分析

2－1 メタ分析の方法

本調査の分析対象となったのは、1997年度から 2000年度の間に、終了時調査や事後評価など何

らかの評価調査が実施された人口・保健医療セクターのプロジェクト 55案件である（付属資料 1

「調査対象案件リスト」参照）2。

これらの案件をスキーム別、地域別にみると以下の表 2－ 1、2－ 2のとおりであり、圧倒的に

プロ技が多かった。また、地域別では東アジア地域が最も多い。

表 2－ 1　調査対象案件スキーム別内訳

スキーム 件　数 割合（％）
プロジェクト方式技術協力（プロ技） 32 58

無償資金協力 10 18

第二国・第三国研修 10 18

JOCV派遣 1 2

単独機材供与 1 2

全般 * 1 2

合　計 55 100

*「特定テーマ評価調査」で、一国の保健医療セクターを総合的に評価したもの。

表 2－ 2　調査対象案件の地域別内訳

地　　域 件　数 割合（％）
東アジア 20 36

南西アジア 7 13

中近東 7 13

アフリカ 10 18

中南米 8 15

大洋州 3 5

合　計 55 100

人口・保健医療分野は、サブセクターとしてどのように分類するのが最適であるかは議論が多

いものの、あえて現行のアプローチ別区分に従い、対象案件を分類すると表2－3のようになった。

2 地域はJICAが事業をもっているすべての国が対象である。なお、1997年度～2000年度の間に評価調査が行われ
ていても2001年 10月の時点で報告書作成が終了していない案件は、調査対象から外された。
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表 2－ 3　調査対象案件アプローチ別内訳

地　　域 件　数 割合（％）
保健医療サービス 23 42

医学・看護等教育 3 5

感染症対策 14 25

地域保健強化 7 13

人口・リプロダクティブヘルス 8 15

合　計 55 100

最も割合が大きい「保健医療サービス」には、病院整備、医療技術検査、救急医療などが含まれ、

病気治療を重視した臨床医療協力の水準向上をめざすアプローチであり、また、特に基本的なイ

ンフラを整備するものである。次の「感染症対策」は、貧困層への影響が甚大であるポリオ、結核、

HIV/AIDSなどの感染症の予防・治療に取り組む分野であり、「地域保健強化」は、主にプライマ

リー・ヘルスケア（PHC）で健康教育や環境衛生改善が主な活動となっている。一方、「医学・看護

等教育」は、保健医療サービスの量的拡大と質的向上をめざすものである。

なお、スキーム別にある「第二国・第三国研修」は、当該国の医療従事者への再トレーニングを

行うものであるが、これらは、「医学・看護等教育」としてではなく、研修のテーマ・内容、つま

り、「プライマリー・ヘルスケア」、「感染症」といった科目で区分した。

上記の55案件を対象にして、メタ分析では、これらの終了時評価報告書、在外事務所事後評価

報告書、国別評価調査報告書の内容を各案件の評価結果として用いて案件評価表を作成した（付属

資料3参照）。さらに、これら55案件の評価表を一覧にすることによって縦横に分析し、そこから

プロジェクトの様々な要因と結果の関係を導き出すことにした。その結果については、2－ 3で述

べる。

具体的には、プロジェクト概要、外部要因リスク、プロジェクト分析（横断的課題、実施管理上

の特色、カウンターパート組織分析等）、評価 5項目の結果、効果発現及び阻害要因、教訓、提言

を報告書から抽出して案件概要表をまとめ、さらに全案件を一覧表にし、その内容を縦横に概観

することによって各項目の相関関係を発見することを目的に行った（付属資料 4参照）。なお、こ

れらの項目は、評価報告書のなかに必ずしも記述されているわけではなく、調査者が読み込むこ

とによって抽出する作業となった。案件概要表の作成にあたって配慮した点は以下のとおりであ

る。

（1）評価結果内容におけるキーワードを抽出することに注力し、当該案件の特色をつかむ

（2）評価結果の善し悪しよりむしろ、評価の根拠に着目する

（3）行間を読み、明言されていない問題点や難易度を推測する
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さらに、案件概要表作成作業と並行して、各案件について「案件分析表」を作成した。これは、

「JICA 事業評価ガイドライン（案）」に従って設定した 48 の評価項目について各案件ごとにして

レーティングを行うものである。投入や活動を項目化し、各項目ごとの相関関係について一定の

ルールを確認すると同時に普遍的な課題と、個別的な課題があることを発見することを意図して

いる。

2－2 分析のプロセス

1997年度－ 2000年度に終了した案件は、特にプロ技のように 5年間を実施期間にしているもの

の場合、1990年代の前半に案件が計画・立案されたものが多く、ちょうど JICAの体制としてPCM

手法の導入が開始された時期に重なるため、報告書の中ではPDMが作成されたものと作成されて

いないもの、あるいは部分的に作成されたものなど統一性はあまりなかった。

表 2－ 4　プロジェクトにおけるPDM作成の割合の推移

評価した年 1997 1998 1999 2000
開始時からあり 1 2 1 2

途中で作成 0 4 6 2

終了時に作成 3 1 2 6

なし 5 12 2 3

合　計 9 19 11 13

（注）「特定テーマ評価」及び「国別評価」の対象案件は含めていないため案件の総数は 53となっている。

ただし、投入される資源が異なるため、PDMの作成状況やモニタリング・評価での活用状況を

考える際に、無償資金協力と第二国・第三国研修、プロ技を同列に扱うには多少困難がある。特

に、無償資金協力については、物理的な投入が大半を占めるため、「成果」や「目標」については、

現実的なものではなく、理想的な目標が掲げられてしまうか、もしくは事後評価時にPDMを作成

して、結果から現実的な「目標」「成果」にとどまってしまうことがある。そこで、プロ技について

のみ PDMの作成状況の推移を 1997年から 2000年にかけてみると表 2－ 5のようになる。

表 2－ 5　プロ技におけるPDM作成の割合の推移

評価した年 1997 1998 1999 2000
開始時からあり 1 0 2 2

途中で作成 1 3 6 2

終了時に作成 0 0 1 4

なし 4 3 0 1

合　計 6 6 9 9
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4年間と限られた期間であり、かつ案件の絶対数も少ないものの、PDMが全くつくられないと

いうケースはなくなりつつあることが分かる。一方、報告書によっては難解な表現も含まれ、評

価結果を導いた根拠も明白ではないものも見られるが、2000年度近くなると徐々に評価の視点に

統一性が生まれ、内容が改善されてきていることが確認された。最近では、開始時にベースライ

ン・データを収集する試みも進んでおり、その方法と費用、かけるべき時間などについては検討

の余地があるものの、うまく活用することによって今後は開始時の状況と終了時の成果の比較が

より明確になることが期待されている。

この評価報告書の読み込み作業で直面した記述やプレゼンテーション上の問題点は以下のとお

りである。

（1）略語の説明がない

人口・保健医療分野では、様々な専門用語が使われるが、PHCならまだしも、TBA（Traditional

Birth Attendant: 伝統的産婆）やDRF（Drug Revolving Fund:回転薬品基金）など略語を使ってい

ても報告書のなかで全く説明されていないことが多い。また、当該国・地域でしか使われて

いない用語であるにもかかわらず、説明がない例もみられる。

（2）観念的な表現が多い

例えば、「今すぐには無理にしても自助努力により今後ごく短期間のうちに自立体制ができ

るものと予測できる」のように持続可能性について、あまり根拠や理由が示されないまま、楽

観的な結びになっているケースがままある。

（3）プロジェクト内容、パフォーマンスと関連性のない記述

さらに評価報告書では、しばしば「受入国側の大臣に感謝された」、「大使が関心を示した」

など政治的に高レベルな立場にある人の発言を記述しているが、これらはプロジェクトの内

容、成果には直接関係がないと言ってよい。なかには大臣が追加要請をしたことを「プロジェ

クトが有用であったことを証明している」というような極端なものも見受けられた。反面、よ

り現場レベルで具体的に何が起きているのかの記述が十分でないことが多い。

（4）評価者と専門家の立場があいまいである

終了時評価の場合、通常、国内支援委員会の委員や専門家の派遣元関係者が評価調査を

行っているが、一方、プロジェクトの専門家が書いた報告書が評価報告書の最後に付記され

るケースがあるが、その整合性やデータの活用について十分に議論がなされていない。
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2－3 メタ分析の結果

（1）問題点の整理と類型化

次に付属資料 2「個別案件評価表」にあるように複数の切り口から抽出されたプロジェクト

の諸問題について、まず、これらの問題・課題をどのように整理・分類するかを検討した。プ

ロジェクトと問題点を関連づける分類には、以下のような視点が考えられる。

① プロジェクトのスキーム別に生じる問題点

② サブセクター別に生じる問題点

③ プロジェクトの集中型・分散型の別による問題点

④ 国・地域別に生じる問題点

以下、それぞれの視点について観察結果とともに検討してみる。

1） スキーム別に生じる問題点

図2－ 1は、プロジェクト・スキームによって問題点が異なるというモデルである。これ

は、問題点を特定する要因が、公衆衛生、感染症といったサブセクターとしての特性では

なく、スキームに起因するものだとする考え方である。つまり、対象となるサブセクター

が公衆衛生であろうと、感染症であろうと、スキーム別に生じる問題点・課題があるとい

う考え方である。

人口・リプロ 感染症公衆衛生

プロ技 一般無償 第三国研修

…

専門家
C/P
：

土地
機材保持
：

英語
出身国
：

サブセクター

スキーム

問題点
課題

図 2－ 1　スキーム別問題点の仮説モデル

例えば、サブセクターのいかんにかかわらず、一般無償のプロジェクトのなかで生じて

いる問題としては、工期、メンテナンス、スペアパーツに係る問題が挙げられる。また、エ

イズを対象にしていようと感染症を対象にしていようと、第三国研修の課題としては、研

修員の英語能力が成果を左右することや帰国後に研修生が習得技術・知識を活用できる機
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会があるか否かという点などが挙げられる。受入国あるいは他ドナーとの連携や専門家の

リーダーシップなどの課題は、サブセクターに起因するというよりも、プロ技というス

キームに依存した課題であろう。

このように、様々なサブセクターに分類されるプロジェクトで生じる問題は、スキーム

ごとの普遍的な課題へと集約するという仮説が成り立つと思われる。以下は、案件概要表

からスキームに依存する課題と教訓の具体的な例を抽出したものである。

案　件　名

家族計画・WIDプロジェ

クト

人口教育促進プロジェク

ト：フェーズ 2

人口教育促進プロジェク

ト

感染症対策

家族計画・母子保健プロ

ジェクト

エイズ対策プロジェクト

家族計画・母子保健プロ

ジェクト

家族計画・母子保健プロ

ジェクト

人口教育促進プロジェク

ト：フェーズ 2

消化器感染症研究プロ

ジェクト

チョーライ病院プロジェ

クト

サラワク総合病院救急医

療プロジェクト

サラワク総合病院救急医

療プロジェクト

課　題・教　訓
＜計画・立案＞

（1）同一プロジェクト内の個々の活動が自己目的化しないように

共通目標の認識が醸成されるよう調整努力が必要である。

（2）製作、普及、地域開発、保健サービスといった多くのコンポネ

ントを含む協力であったため、活動相互の連携を保つのが困

難であった。

（3）プロジェクト実施開始時に、PCMなどの活用によって、プロ

ジェクトの位置づけ、目的、目的達成のための戦略等を明確化

しておくべきであった。

（4）プロジェクト初期は活動範囲が広く専門家の活動も多岐にわ

たったため、活動の絞込みが効率的実施のために重要である。

＜資機材＞

（5）プロジェクトを実施したモデルエリアのヘルスポストは、活

動が停滞し、機材、薬品、医療スタッフが不足している。

（6）一部の供与機材の表示が日本語のみであったため、専門家が

翻訳・説明しなければならなかった。

＜カウンターパート（C/P）＞

（7）プロジェクト実施中は、研修などによって活動は活性化され

たが、プロジェクト終了後はインセンティブがなくなり、医療

従事者・関係者の士気が低下した。

（8）C/Pの 23名が日本で研修を受けたが、終了時に政府機関で働

くものは、5名にとどまっており、プロジェクトに還元されて

いない。

（9）教材開発等の主たる財源が専門家の現地業務費であったため、

C/Pの関与が欠如した。

（10）C/P側の管理職の異動や日本での研修を受けた職員の離職によ

り情報伝達や技術移転の効率が下がった。

（11）毎週専門家とC/Pとで定期会合を開き、双方の意思疎通を緊密

に行い、プロジェクトの効率向上に結びついた。

（12）専門家派遣、日本での C/P研修の両方で言語の問題によるコ

ミュニケーションの障害があった。

（13）日本でのC/P研修は、分野にもよるが、実態視察を目的にする

のであれば、長期間小人数よりも短期間大人数のほうが効果

的と思われる。

国

ジョルダン

ケニア

トルコ

ジンバブエ

ネパール

フィリピン

ネパール

ネパール

ケニア

ミャンマー

ヴィエトナム

マレイシア

マレイシア

1.　プロジェクト方式技術協力



- 13 -

課　題・教　訓
＜資機材＞

（1）維持管理スタッフの人員削減により施設運営システムが機能

していない。

（2）基本設計調査時におけるスペアパーツ、消耗品に対する配慮

が欠けており、国内調達を見込んだ機材の選定が必要である。

（3）新規機材の導入にあたり、デモンストレーションだけでなく、

スタッフにトレーニングを行うべきであった。

（4）医療機器の代理店は存在するものの、料金が高いために今後

の施設・設備の維持管理に不安が残る。

（5）調達された機材の代理店が国内になく、機材保守の対応が困

難である。

＜波及効果＞

（6）計画策定時及び実施に際して、プロジェクトの効果が汎用性

のあるものか否かを慎重に検討する必要がある。

2.　無償資金協力

国

インドネシア

ホンデュラス

インド

ザンビア

ネパール

タンザニア

案　件　名

アイルランガ大学熱帯病

センター建設計画

首都圏病院網整備計画

マドラス小児病院医療機

材整備計画

ザンビア大学教育病院小

児科改善計画

トリブバン大学医学教育

マラリア抑制計画

課　題・教　訓
＜移転技術の活用＞

（1）習得した知識・技術は、職場で活用され研修用テキストも同僚

らと活用している。

（2）研修で習得した技術・知識は、出身国で資機材がないため活用

できないことがある。

（3）各国政府は、帰国研修員の経験を十分活かせるような政策を

必ずしもとっていない。

（4）研修によって医療従事者は、様々な高度技術を身につけたが

病院にはそれらを実施する資機材がないため成果が十分に発

揮できない。

（5）研修用に使用する機材の不足や現地で使用する機材との不一

致が指摘されている。

＜カウンターパート＞

（6）研修員の選定に不明確さがある。

（7）研修参加者の間の能力格差が大きい。

（8）受講する研修生の国籍に偏りがある。

（9）JICAとの事務手続きが煩雑である。

3.　第二国・第三国研修

案　件　名

第二国研修（エイズ等診

断）

第三国研修（黄熱・ポリ

オ感染実験室診断技術）

第三国研修（黄熱・ポリ

オ感染実験室診断技術）

第二国研修（マラリア対

策）

第三国研修（医療機材保

守）

第三国研修（黄熱・ポリ

オ感染実験室診断技術）

第三国研修（HIV 感染及

び日和見感染症の実験室

内診断技術）

第三国研修（老人病学）

第三国研修（老人病学）

国

フィリピン

ガーナ

ガーナ

タンザニア

ジョルダン

ガーナ

フィリピン

ブラジル

ブラジル

課　題・教　訓
＜カウンターパート＞

（1）C/Pの存在感がなく、JOCV隊員は労務提供に追われる傾向に

あった。

（2）サモアのような島国には、協力隊の継続的派遣のような協力

形態が比較的適していた。

案　件　名

フィラリア・コントロー

ル計画

フィラリア・コントロー

ル計画

国

サモア

サモア

4.　JOCV派遣
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2） サブセクター別に生じる問題点

一方、図2－ 2は、どんなプロジェクト・スキームであっても、地域保健強化、感染症対

策といったサブセクターによって普遍性のある問題点があるという仮説モデルである。し

かし、実際にはメタ分析によって抽出された課題を検討しても、サブセクター特有あるい

はサブセクターの属性から生じる問題は明確にあらわれなかった。

公衆衛生

プロ技 無償

専門家
C/P
：

サブセクター

スキーム

問題・課題
土地
機材保持

英語
出身国

：：

研修

感染症 人口･リプロ

？ ？ ？

図2－ 2　サブセクター別問題点の仮説モデル

これは、例えばプロジェクトにおける結核やポリオといった各疾病への取り組みについ

て、その活動内容が予防サービスの質の改善であれ、面的拡大であれ、評価報告書として

は、疾病対策の技術的妥当性や適切性について論ずることはあまり目的としていないこと

が一因であると考えられる。

いずれにしても、保健・医療の技術は、それ自体が高度なものであり、プロジェクトで

当該国・地域に最適なサービスを提供することがめざされる際に何を目標にするかによっ

て活動内容、範囲は様変わりする。

さらに、図2－ 3は、サブセクターの分類による結果を、例えば罹患率の減少幅や、死亡

率の改善度といった概念で括ったものである。この仮説モデルでは比較的論理性が成り立

つ。例えば、どんなスキームのプロジェクトで支援してもエイズの発症率の軽減はマラリ

アの発症率低減よりも困難であるというような仮説がこれに相当する。
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公衆衛生

プロ技 無償

改善率
普及率
：

サブセクター

スキーム

改善率
普及率
：

改善率
普及率
：

研修

感染症 人口･リプロ

同一の課題、成果
を比較する

図 2－ 3　サブセクター別成果の仮説モデル

一方、この仮説は、各プロジェクトで指標をベースラインデータとして厳密に収集、準

備し、終了時にも同様の手法でデータ収集して初めて検討し得るものであり、現段階では

既存の評価報告書から確認することはできない。サブセクター別の分類を検討する場合は、

仮説モデルを想定してベースラインを設定していく必要があろう。

このような理由から、本調査では、サブセクター固有の問題点、その共通性の発見は困

難であった。これは、案件の絶対数が少ないことも理由としては考えられるが、サブセク

ターそのものの切り方に関してもあいまいさがあるためであること、またデータ・情報が

報告書のなかで十分ではないことや技術的なことが論じられていないためである。

3） 集中型・分散型による問題点

さらに、上記 2つの分類方法以外の方法として「集中型・分散型」という視点がある。こ

れは、特定分野・技術の研究開発・調査や中央研究所などの役割の向上を目的とした集中

型のプロジェクトと、公衆衛生や地域医療などターゲットのサイトが多地域にわたるもの

とでは、生じる課題が異なってくるという考え方である。

単純化して言うと、質の向上と量の拡大という目的の違いがあり、同じサブセクター（母

子保健あるいは感染症など）でも、プロジェクトの取り組み方に当然ながら差異が生じる。

分散型プロジェクトとしては、プライマリー・ヘルスケア、公衆衛生のような地域住民と

の接触や社会・文化的背景への配慮にかかわる問題がより強く見られる一方、集中型では、

感染症の研究施設や研修、病院整備などが挙げられ、技術移転とその定着が課題として提

示される傾向がある。以下はその例である。最も現実には質の改善と面的拡大の両方をめ

ざすプロジェクトも数の上では少なくなく、プロジェクト目標、範囲を明確にすることは
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重要である。

1.　集中型プロジェクト

案　件　名

消化器感染症研究プロ

ジェクト

人口統計プロジェクト

中央医学研究所プロジェ

クト

アイルランガ大学熱帯病

センター建設計画

サラワク総合病院救急医

療プロジェクト

ストモ病院救急医療

アイルランガ大学熱帯病

センター建設計画

マラリア抑制計画

チョーライ病院プロジェ

クト

ツアシビ病院再建計画

国

ミャンマー

アルゼンティ

ン

ケニア

インドネシア

マレイシア

インドネシア

インドネシア

タンザニア

ヴィエトナム

サモア

課　題・教　訓
＜計画・立案＞

（1）研究協力型プロジェクトの場合、日本側と相手側との間で、研

究計画の立案、成果の発表方法について事前に細部まで協議・

合意しておくことが重要である。

＜波及効果＞

（2）プロジェクトで整備されたデータは人口統計局にとどまらず、

各種行政機関や研究所でも利用されるようになった。

（3） プロジェクト実施によって日本の大学などの研究機関との

ネットワークが構築された。

＜資機材＞

（4）機材引渡しの際、トレーニングを実施したが受講者が専門外

のため理解が困難であった。

（5）機材について試行錯誤の過程にあるものの、投入量がやや多

く、未使用のものもある。

（6）携行機材の納品の遅れ、故障品の混入、期限切れ試薬などによ

り専門家の技術移転活動に支障が生じた。

＜移転技術の活用＞

（7）トレーニングコース、啓蒙活動、応用研究への参加者数は、基

本設計時に想定した年間3,587人の 4分の1にとどまっている。

（8）マラリア対策のための人材協力ニーズを調査すべきである。

それらに基づきマラリア対策のための国家政策と活動計画を

明確に示す必要がある。

（9）派遣期間の短い短期専門家の役割を明確にし、効率的技術移

転を実現するために、派遣前の技術移転計画を詳細に策定す

る必要がある。

（10）サモア側からの当初の要請は、最高レベルの国立病院を建設

することであったが、サモア側の維持・管理能力から判断して

地域の基幹病院としての機能回復に焦点をあてたことにより

サモア側の自立運営を促進した。
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案　件　名

感染症対策プロジェクト

人口教育促進プロジェク

ト：フェーズ 2

地域保健強化プロジェク

ト

母子保健プロジェクト

ポリオ対策プロジェクト

感染症対策

地域保健強化プロジェク

ト

リプロダクティブヘル

ス・プロジェクト

家族計画WIDプロジェク

ト

公衆衛生

結核対策フェーズ 2

地方病院医療整備プロ

ジェクト

スラウェシ地域保健所強

化計画

家族計画・母子保健プロ

ジェクト

2.　分散型プロジェクト

課　題・教　訓
＜計画・立案＞

（1）実施過程におけるモニタリング指標が不明確であったため、

客観的なモニタリングに困難がみられた。

（2）製作、普及、地域開発、保健サービスといった多くのコンポネ

ントを含む協力であったため、活動相互の連携を保つのが困

難であった。

（3）住民の反応をみながら柔軟に計画修正を行っていったことが

ニーズにあったプロジェクトとして受け入れられた。

（4）母子保健センターで導入した診療費制度が同国のモデルとし

て適用された。母親学級も各地に広まりつつある。

＜啓蒙活動＞

（5）流動人口が生じつつあり、潜在的患者がワクチン接種の対象

から漏れてしまう問題がある。

（6）マラリア対策としての蚊帳の使用は、1994年に外国NGOによ

る普及が開始されるまで習慣としてなく、世帯レベルの経済

的負担から受入れが容易でない。

（7）保健啓蒙ラジオ放送の有効性が認められ、社会習慣のタブー

に変化が現れた。政府の意識が地域保健重視へ転換するきっ

かけをつくった。

（8）住民は、「安全なお産」よりも「妊娠回数の減少」のほうに関心

が高い。

（9）若手女性をコミュニティー開発推進員に採用したことで彼女

たち自身の社会参加機会が拡大した。

（10）村レベルでは地元の医療従事者への信頼性が低いためプロ

ジェクトによる巡回医療へ患者が殺到するという現象があり、

末端レベルの人材育成の問題に直面した。

（11）DOTS（直接監視下短期化学療法）戦略拡大にあたっては、都市

部では人口移動などから治療脱落者が発生しやすい。また、山

岳地域では、地理的条件から実施が困難で患者負担が大きい

場合がある。

＜資機材＞

（12）機材の英文マニュアルがなかったり、利用するスタッフが訓

練を受けていないという問題から機材保守に問題が生じる。

（13）機材供与対象が数百か所に及び、活用状況の評価は、保健所に

よって異なる。

（14）プロジェクトを実施したモデルエリアのヘルスポストは、活

動が停滞し、機材、薬品、医療スタッフが不足している。

国

ザンビア

ケニア

パラグァイ

カンボディア

中国

ジンバブエ

パラグァイ

ヴィエトナム

ジョルダン

ラオス

ネパール

スリ・ランカ

インドネシア

ネパール
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4） 地域別に生じる問題点

メタ分析で見る限り、プロジェクトを実施する国や地域の特性によって異なった結果や

問題が発生しているというケースはほとんどみられなかった。むしろ、地域によって生じ

る保健医療の問題、優先順位・課題がプロジェクトの採択に影響するが、結局はスキーム

によって問題が特定されてくるということがいえるだろう。

地域別の分析については、図2－ 3のモデルのように、同一の問題点に関してその大小を

比較するという形式のモデルの方が適用しやすいと考えられる。つまり、地域Xではカウ

ンターパートとの関係に問題が生じやすいという仮説や、地域Yでは死亡率などの改善率

が飛躍的に高まることが期待できる、といった仮説は、サブセクターにかかわらず成り立

つ可能性がある。しかし、このモデルの立証も現在あるデータや情報からでは制約が多く

困難である。

（2）結論――問題点の類型化の結果

以上みてきたように、問題や課題を分析するにあたって、これらのモデルが示しているの

は、評価モデルの 2つのあり方である。図 2－ 1のモデルは「プロセスを重視したモデル」で

あり、どのような形態の支援を行ったかが重要視される。つまり、機材のみを供与したのか、

それとも専門家も派遣しているのか、あるいは第三国で研修を実施したのか、またそれらが

どのような相互作用を発現したのか、ということである。

一方、図2－ 2は、結果を重視したモデルである。投入である一般無償、プロ技、研修それ

ぞれの量によって問題解決への効果の度合いを測ること自体は、モデル上は不可能とはいえ

ないが、現実には情報量の制約などからかなり困難であろう。

問題点の類型化の過程でも明らかにされたが、問題・課題の分類の仕方によって顕在化し

てくる問題が微妙に異なってくることが分かる。「スキーム別」で見た場合は、カウンター

パートについての問題が多い一方、「集中・分散化型」を切り口にした場合、「波及効果」や「啓

蒙活動」に関する課題が頻繁に出てきている。これら抽出された課題を整理すると表 2－ 6の

ようになる。

なお、ここで挙げられた「問題・課題」はあくまでもキーワードとしての意味合いであり、

一言で「カウンターパート」といっても、彼らの配置・異動、研修のための選定など問題は多

様である。また、「問題」とは名づけているもののなかにはポジティブな結果をもたらしたも

のも含まれている。



- 19 -

表 2－ 6　スキーム別及び集中型・分散型別でみた問題・課題の種類と発生頻度

分　類 スキーム別 集中型・分散型別
問題・課題 プロ技 無償 研修 JOCV派遣 集中型 分散型

1）計画・立案 ◎ ○ ◎

2）資機材 ○ ◎ ◎ ◎

3）カウンターパート ◎ ◎ ◎

4）波及効果 ○ ◎ ◎

5）移転技術の活用 ◎

6）啓蒙活動 ◎

◎：非常に多い、○：多い

スキーム別では、無償資金協力を除きほぼ一貫してプロジェクトの効果に「カウンターパー

ト」が何らかの影響を与えていると考えられる。また、プロ技でも無償でも「資機材」に関す

る問題の重要度は高いといえる。一方、「集中型・分散型」の切り口では、集中型では、移転

技術がどのようにどの程度活用されるのか、さらに波及効果はどうなのか、という問題意識

がプロジェクト関係者の間で共有されていることが指摘できる。分散型では、住民レベルで

の「啓蒙活動」の方法や効果についての関心が高まっている。これらの問題・課題の主要な論

点をまとめると以下のようになる。

計画・立案

人口・保健医療分野は、様々なステークホルダーがからみ合い、1つのプロジェクト目標

を達成させるためには、技術的な課題だけでなく、社会的、制度的取り組みが要求される

ことが多い。プロジェクト計画が簡素過ぎると逆にプロジェクトで達成されることは限

られてくる。

プロジェクト目標が複雑であればプロジェクト成果も高まるということは決してないが、

プロジェクト活動が多岐にわたると、関係する機関や関係者の数も多くなり、複雑化する

傾向がある。特に保健・医療関連の省庁のキャパシティーが十分でない国・地域では、計

画・立案の際にも目標、成果をなるべくはっきりと定義づけ、終了時にそれらがどの程度

達成されたのかをできるかぎり客観的に提示できるようにすべきであろう。

資機材

資機材は、納品の遅延やプロジェクトの目的に適合した仕様のものが調達されたか、と

いう問題もあるが、主に持続発展性の観点から問題になることが多い。それは、スペアパー

ツが調達できないという問題と保守・管理のためのリカレント・コストが不足している問

題とに二分される。

プロジェクト期間中は、JICA側でローカル・コストを負担することがあっても終了後の
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継続は難しくなる場合が多い。また、終了時評価では、受入側あるいはカウンターパート

の何らかの努力で維持管理はできるのではないかと楽観的になってしまう傾向も否定でき

ない。有償案件でもやはりリカレント・コストの考慮の重要性は指摘されているが、少し

でも持続発展性が高まるようにプロジェクト計画・立案段階から持続性を視野に入れた資

機材の選定が必要である。

カウンターパート

近年、開発協力のなかで、「オーナーシップ」という言葉がさかんに言われるようになっ

てきている。本調査でレビューされた報告書を概観すると、「オーナーシップ」という言葉

こそさほど出てこないものの、カウンターパートを含む関係者のプロジェクトへの関与の

仕方や態度・姿勢についての既述は非常に多く、カウンターパートのインセンティブ欠如、

配置や異動が効果阻害要因として挙げられている。

一方、評価結果のなかで、5項目評価の 1つである「妥当性」の項では、「プロジェクト目

標は、受入国や中央政府のニーズに合致していたため妥当であった」ということは言われて

も地方政府や最終受益者のニーズに合致していたのかどうか、ということはあまり論じら

れていない。そこにカウンターパートへの期待と現実のギャップがあるとも考えられる。

しかし、なかにはカウンターパートのインセンティブを高める努力をしたケースやス

テークホルダー分析を行っているケースもあり、カウンターパートの上層部のみとコミュ

ニケーションするのではなく、現場レベルで彼らが何をどのように考えているのか双方の

コミュニケーションを活性化していくことが重要である。

波及効果

集中型のプロジェクトでは、プロジェクトが実施されている中央病院や研究所にとどま

らず波及効果もプロジェクト目標のなかに入れるべきか、ということが問題になることが

多いようである。これは、人口・保健医療分野に限らず他のセクターのプロジェクトでも

目標をデモンストレーションのみにとどめてよいのか、それとも裨益効果を含めるべきな

のか、という議論がしばしば生じているのと同様の論点である。

人口・保健医療分野では、情報提供、教育、コミュニケーションとそれに伴ったトレー

ニングがコンポネントとして含まれるケースも多いが、計画・立案段階で対象をどこまで

含めるのかきちんと定義づけを行い、関係者の間でコンセンサスを形成しておくことが重

要であろう。
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移転技術の活用

JICA事業では、研修生派遣やプロ技においては実際に派遣専門家と日常的に業務を共に

行うことで、これまで医療従事者のトレーニングや再トレーニングに一定の投資を行って

きている。その目標は、医療従事者の技術レベルの向上、医療従事者の増加であり、新技

術の導入や専門性の向上、ケア技術の質的向上に貢献してきている。

しかし、現実には移転技術の妥当性や質にはばらつきがある。これらは、インセンティ

ブの有無にも関係するが、給与が十分でなかったり、その後の専門の発展性が望めないこ

とによって、技術移転を受ける側が一時的にしか技術移転にコミットできないことが背景

にあると考えられる。また、民間部門において一定の医療レベルが達成されている国・地

域では、ODAの対象となる公共部門の病院や医療機関を強化していくために考慮しなけれ

ばならない課題も自ずと多くなる。また、農村部で医療活動に従事することが極端に敬遠

さえるようなケースもある。

啓蒙活動

上記「波及効果」の項でも述べたとおり、情報提供、教育、コミュニケーションがコンポ

ネントとして活動が行われるプロジェクトは多いが、その効果を実際にきちんと評価した

報告書はほとんど皆無であった。啓蒙活動において注意しなければならないのは、対象地

域の社会的・文化的背景をきちんと把握し、どのようなメディア手段でだれをターゲット

にすれば効果的かつ効率的なのかを十分分析してから、拡大していくことが重要である、

ということである。

また、一方的に情報提供するだけでなく、何らかの形でフィードバックを受けていく必

要もあるだろう。特に感染症対策など予防的な活動では、重要な点である。

以上、類型化の結果出された 6つの問題・課題についてみてきたが、案件評価表を一覧に

してみると、これら 6つにとどまらず、生じている問題はさらにいくつかの分類区分に当て

はめることができる。これらを表にまとめると表 2－ 7のようになる。

このように本調査での分析は定性的なものであり、問題点や課題、効果発現要因や阻害要

因を既存報告書から抽出することを主眼としたので、評価の結果あるいは現実に生じている

問題をどのように分類すれば論点がより明確になるのか、という観点から評価軸を検討した。

つまり、問題点を類型化するという作業であり、その類型によって教訓を得ようと考えたも

のである。
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項　目 キーワード（具体的課題）
1 計画・立案 目標と活動

2 資機材 スペアパーツ
ガソリンなど消耗品の調達
広域配布に係るロジスティックス
受入機関の能力差
ニーズとの適合
メンテナンス
機材に関する研修

3 カウンターパート 英語力
異動・定着率
報酬
熱意

4 波及効果 専門家の継続性
関係機関・組織間の連携

5 移転技術の活用 研修後の派遣元での機材状況
テキスト
修了証の発行

6 啓蒙活動 コミュニティーの連携
推進員の訪問
教材
テレビ・ラジオ
男女間の意識差

7 政策 国家計画との整合性
政策と予算配分の関係

8 計画サイト 土地問題：敷地の購入・土地買収
地理的特色
現場重視・地方自治
サイト周辺の治安
協力隊派遣地とのデマケーション

9 施設 工期の遅延
相手側負担分（地盤・買収等）の遅れ
敷地面積と施設のバランス
クラック、水まわりなど

10 投入タイミング 工期の遅延
入管手続き
専門家派遣の遅れ
専門家派遣に合わせた施設整備

11 専門家 派遣の継続性
国内自治体からの組織的な派遣
現地社会・組織への理解力
専門分野
指導力・リーダーシップ

12 看護 医師との連携
給与

13 予算 予算配分
商業ベースの検討
診療費負担

表 2－ 7　キーワード（具体的課題）の分類

備　考
－各種活動間の連携
－目標の明確化の必要性
－基本設計時にスペアパーツの調査を
怠った例がいくつか見られた。

－広域・多機関への調達業務は、きめ細か
なフォローの困難さが見えた。

－機材のメンテナンスは最も重要な課題。

－報酬がカウンターパートのモチベー
ションを高めた。

－人事異動は技術移転の効果を後退させ
る。

－インパクトとしてマスメディアによる
対応が多く取り上げられていた。

－政策上の問題点の指摘は特になかった。

－計画サイトの決定についての問題指摘
はほとんどない。

－相手国における自治体と中央政府の関
係や、協力隊派遣地と専門家派遣地の
デマケーションなど、各担当への配慮
が見られた。

－工期の遅れは自然環境の問題や相手側
の問題が中心。

－若干、仕上がり不良の報告あり。

－工期遅延は専門家活動に影響すること
もある。

－計画日程どおりかどうかのコメントを
中心に評価している。

－専門家の指導力と現地への理解が効果
発現要因とのコメントがあった。

－看護やソーシャルワークに対する相手
国側の理解が不十分。

－病院の経済的自立と貧困層の救済とい
う矛盾が課題。
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さらに、第 1次医療から第3次医療の活動範囲やその対象者で分類するほうが、共通の問題

点を理解しやすい場合もある。図2－ 4は、サブセクターの切り口について説明する概念図で

ある。

例えば、「人口・母子保健」、「感染症」というサブセクターは、それ自体でサブセクターと

して成立するが、「プライマリー・ヘルスケアのプロジェクト」と言った時にそこに含まれる

活動としては、家族計画であったり、結核予防であったりと具体的な分野の健康教育や予防

活動である。この図を水平にみるか垂直にみるかで切り口も変わるため、今後人口・保健医

療分野におけるサブセクター別の課題の検討や経験・知見の蓄積を試みる際にはこの点に留

意する必要がある。

さらに対象の案件がプロ技で集中型であるとか、無償で分散型であるとかいった類型によ

り、今後、これら過去の教訓を参考にできるように経験を活かしていくことも一案であろう。

2－4 統計解析の分析結果

本評価調査では、既存の最終報告書をもとに 48の評価項目についてレーティングを試みた。現

場調査や聞き取り調査がない状態におけるレーティングであったため、個々の厳密さについては

若干疑問が残るが、全体の傾向を分析する検討材料としては有意義なものと見なされる。ここで

は、全体像を見るためにどのような手順を踏み、どのような結果が得られたかについて記述する。

（1）評価項目の設定とレーティング

評価項目は、JICAの「評価ガイドライン」で指定された評価の視点を考慮して可能な限り詳

細に設定した。評価報告書を基に、各評価項目について評価者が最低点（1）から最高点（5）ま

図 2－ 4　サブセクターの視点の検討

人口・
感染症

母子保健

第 3次医療 病院・研究

第 2次医療 研修（カスケード方式）

第 1次医療 プライマリー・ヘルスケア
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での 5段階のレーティングをし、不明の項目については中間値（3）をとった。

（2）平均値と標準偏差

表2－8は、レーティングの結果を示したものである。総合評価を目的とした分析では、個々

のプロジェクトの成果を追求するよりも全体像を見ることが重要であり、また、フィード

バックを目的としている場合の評価分析では、平均値よりも標準偏差を吟味する方が重要で

ある。

表 2－ 8　評価項目の総合得点

No 変数名 平均値 標準偏差 No 変数名 平均値 標準偏差
1 裨益者選定 3.491 0.735 25 意思決定プロセス 3.105 0.772

2 目標設定 3.614 0.750 26 活動状況 3.491 0.685

3 国家政策整合性 4.000 0.802 27 国内技術普及 3.105 0.880

4 支援政策整合性 3.632 0.957 28 地域波及効果 3.281 0.940

5 支援技術優位性 3.140 0.581 29 情報管理 3.000 0.732

6 資源配分公平性 3.456 0.734 30 連携 3.228 1.000

7 計画規模 3.140 0.480 31 資機材維持管理 2.983 0.896

8 計画地域選定 3.561 0.732 32 受益患者数 3.105 0.489

9 供与内容 3.404 0.799 33 健康への意識 3.316 0.659

10 専門家派遣数 2.842 0.649 34 受益者費用負担 2.965 0.499

11 専門家分野 3.246 0.714 35 法整備 3.088 0.391

12 研修員数 2.877 0.569 36 女性配慮 3.298 0.597

13 研修員選考 2.895 0.646 37 人権配慮 3.140 0.398

14 C/P能力 3.211 0.796 38 貧富配慮 3.140 0.441

15 活動内容 3.456 0.734 39 環境配慮 3.070 0.320

16 投入タイミング 2.983 0.834 40 他ドナー連携 3.088 0.931

17 政策支援の継続 3.158 0.882 41 フィードバック活用 2.860 0.611

18 スペアパーツ 3.140 0.789 42 政治的混乱 2.684 1.020

19 人員人材配置 3.105 0.673 43 経済危機 2.719 0.978

20 スタッフ人数 2.807 0.480 44 自然災害 2.386 0.940

21 スタッフ熱意 3.579 0.778 45 援助の広報効果 2.860 0.766

22 予算確保 2.983 0.744 46 達成度合 3.702 0.706

23 財政の独立性 2.877 0.683 47 活用度合 3.807 0.854

24 財務管理 2.983 0.767 48 インパクト 3.684 0.760

全体に平均値が低かったのは、研修員の関連と予算・財務関連、資機材維持管理などであ

る。しかし、標準偏差を確認すると、研修員や予算・財務関連については、比較的標準偏差

の値が低く、ばらつきがないことが分かる。これは、どの案件も同様の問題を抱えており、全

体構造的な課題であるということができる。つまり、個々のプロジェクトで際立って良い状

態や悪い状態ではないということで、この問題を解決するためには根源的な解決策を考えな

ければならないということである。一方で、資機材維持管理について見ると、標準偏差の値
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は大きく、プロジェクトサイトによって上手くいっているところとそうでないところが存在

しているということができる。

こうした標準偏差への注目によって、ほかにも様々な分析が可能となる。特に標準偏差の

大きいものを拾うと連携、政治的混乱、経済危機などが挙げられるが、政治的混乱や経済危

機は突発的で地域特有の問題を示している。一方で、連携における標準偏差の大きさは、プ

ロジェクトによって人間関係やネットワーク構築が上手くいっているところとそうでないと

ころがあるという現れである。この問題については、プロジェクトを実施していくにあたっ

て担当者・関係者が改善していくべき問題で、要注意項目とすべきであろう。

標準偏差が小さい項目については、どのプロジェクトも同様の悩みを抱えている分野、あ

るいは全体的な傾向が類似していると考えられ、大きい項目は各プロジェクトごとに個性の

出る分野であることから、問題解決への対応方法を検討する材料となる。評価における統計

では、平均値を求めることよりも、むしろばらつきに注目し、その原因を一つ一つ突きとめ

ていくことが重要である。

（3）各項目の相関関係

レーティングを行い、平均値と標準偏差を確認した後、各変数間の相関関係を分析した。分

析結果は付属資料 4「評価項目間の相関係数行列」に示したとおりであるが、網掛けで示した

部分が比較的相関関係が強いということができる。注目すべきは、プロジェクトの最終目標

ともいうべきインパクトと多変数の関係である。分析結果によると、供与内容（相関係数3＝

0.567）、活動内容（0.648）、地域波及効果（0.551）、健康への意識（0.631）、達成度合（0.687）、活

用度合（0.785）となっている。

（4）潜在因子の分析

相関係数は、1対 1の相関関係を示したものであるが、定性的な概念については分析者の判

断が必要である。また、相関が強いといっても、変数同士が同義語である場合やひとつの構

成概念をいくつもの変数で説明している場合がある。こうした状況に対して、統計解析では

因子分析や主成分分析を行う。

分析では、活動内容と結果の善し悪しが主成分 1に示され、政策や予算関連などの相手国

側の受入体制が主成分 2に示された。

3 相関係数は1からマイナス1までの数値で、0を無相関、プラスを正の相関、マイナスを負の相関としている。
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図 2－ 5は、主成分 1を縦軸に、主成分 2を横軸に取って、各プロジェクトをプロットし、

スキームごとに層別したものである。第三国研修は、比較的予算や受入体制が整っており、主

成分 2の右側に多くプロットされている。受入体制が安定していて成果も見られると考えら

れるのはエジプト第三国研修感染症対策（37番4）である。一方、無償資金協力は主成分1に示

されるべき成果においてやや下方に散在していて、活動内容においての評価は低い。また、活

動と成果において最も良いと判断されるのはカンボディア王国母子保健プロジェクト（34番）

であった。

（5）結論：潜在因子の相関関係

現実の社会では変数同士の1対 1の相関関係では判断できないものや、主成分で括った構成

概念だけでは判断できないものが多い。物事が一定のルールに従って常に同様の原因と結果

を導いているとはいいがたく、様々な外部要因に影響を受け、定量的判断を下すには無理が

ある。しかし、定性的情報を定量化する試みをたやすく放棄してしまうのではなく、何らか

の形で定性的仮説を定量的に立証してみる必要はある。

本評価調査では、55案件を対象にレーティングを行った。このデータを使用し、定性的な

理論が定量的に証明できるかどうかを共分散構造分析によって確認することにした。仮に定

量的に全く証明できないとすると、人口・保健医療分野のプロジェクトについては、ほとん

ど普遍的なロジックが通用しないということであるし、それがいくらかでも証明できれば、

他分野やスキーム別の比較も可能となり、新たな評価分析の手法として活用範囲が広がる。

図 2－ 5　主成分分析の結果
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4 図上に示されたプロット横の数値はプロジェクトの番号である（付属資料1 参照）。
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仮説は、次のようにパス図を使って設定した。この 3つの構成概念を特定する項目として、

レーティングで使用した変数を利用した。

計画 活動 結果

結果は、図2－ 6のとおりである。上位計画との整合性を計画とし、それを特定するものと

して「裨益者選定」「目標設定」「国家政策整合性」「支援政策整合性」を挙げた。その計画に裏打

ちされた形で活動がつくられているということについては、活動を「供与内容」「活動内容」

「連携」「スタッフ熱意」で定義した。活動については、「連携」や「スタッフ熱意」よりも具体的

なアクションプランを示す「供与内容」「活動内容」の方が意味合いが大きい。その活動が結果

をもたらすというパスでは0.83という高い相関関係が示されているが、いいかえれば、「供与

内容」「活動内容」がより結果に対して大きな影響を与えているということである。また、こ

の場合の結果は「達成度合」「活用度合」「インパクト」で定義している。

このモデルの当てはまりの良さについて検証すると、確率水準 23.4％で、決して高いとは

いえないが、全くこの仮説が成り立たないわけではないという解釈ができた。

裨益者
選定

.81

目標
設定

.66

国家政策
整合性

.81

支援政策
整合性

.82

.58

達成度合 活用
度合 インパクト

.81 .88

.72

.88

.90 .55

.83.65

χ2 乗＝48.286
自由度＝ 42
確率水準＝ 0.234

供与内容 活動内容 連携 スタッフ熱意

計画 活動
結果

k2

k1

e12e11e10
e4e3e2e1

e5 e6 e7 e8

図 2－ 6　計画から活動、結果に至る因果関係
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第 3章　事例研究

3－1 事例研究の目的と方法

メタ分析に引き続いて行われた事例研究は、対象プロジェクトの結果を詳細に検討することに

よってメタ分析で導かれた所与の問題を考察し、グッド・プラクティスから得られる教訓を見い

だすことを目的としている。ここでは、評価報告書以外にも入手可能であったプロジェクト関連

報告書をレビューし、同一の課題について複数の関係専門家にインタビューしてトライアンギュ

レーションとして相互補完できるようにした。聞き取り調査の対象者によって評価や見解が異な

ることもあるが、そのような評価の多面性も考慮しながら、可能な限り将来に活かせる前向きな

見方をするようにした。

選ばれた対象プロジェクトの事例研究の結果は、必ずしも人口・保健医療分野全般に対して一

般化できるものではない。また、これらの調査では、現地調査は実施していないため、現在の状

況は観察されていないことや、日本側関係者のみにしかヒアリングをしていないことも注記して

おきたい。同時に、プロジェクトの独自性のなかにも普遍的な課題や教訓があることを考慮し、他

案件にとって有意義なフィードバックが行えるよう心がけていることも強調しておきたい。

3－2 カンボディア王国母子保健プロジェクト

終了時評価報告書や関係者からの聞き取り調査において評価の高かった案件が、この「カンボ

ディア王国母子保健プロジェクト」であった。本案件は、スキーム別としてはプロ技であり、地域

としてはアジア地域、サブセクターは母子保健に分類できる。また、活動内容は集中型で、国立

母子保健センターを中心に技術移転が行われた。

プロジェクトの概要は以下のとおりである。

プロジェクト履歴：

1994年 事前調査団派遣

1994年 実施協議調査団派遣、R/D交換

1995年 4月 プロジェクト開始

1997年 計画打合せ調査団派遣

1999年 3月 巡回指導調査団派遣

1999年 8月 終了時評価調査団派遣

2000年 3月 プロジェクト終了
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要　約：

日本は 1992年からカンボディア国保健省に医療アドバイザーを派遣し、保健医療全般と日本の

協力分野について調査・検討を行った。1993年 11月に同国では母子保健国家計画が策定され、日

本は、その実施責任機関である国立母子保健センター（NMCHC）の建設（無償資金協力）とその運

営体制強化のためのプロ技を実施することとなった。

主な活動内容は以下のとおりである。

◆病院管理の運営能力強化：病院事務部、看護部の独立、各種委員会の設置、患者登録な

ど新制度の導入

◆人材育成：助産婦トレーニング、州病院の医師の研修、地方展開

◆臨床レベルの向上：院内教育（マグネシウム治療導入、オキシトシンの適正使用法の再

教育など）、症例検討会の拡充

◆啓発活動：妊産婦検診、母親学級、産後教育の拡充、栄養パンフレット配布

本プロジェクトは2000年 3月をもって予定どおり終了したが、地方における母子保健サービス

改善強化に向けて、2000年 4月よりフェーズ 2が着手されている。

（1）グッド・プラクティスから得られる教訓

1） 政策立案段階における関与

本プロジェクトについては、計画段階から明確な方向性を打ち出したこと、目的を達成

させるための活動内容が論理的に構成されていたことなど、初動時の的確な判断が確実な

成果につながったということが指摘されている。カンボディア国独自の事情によるものも

大きいが、そのような特殊事情に対する期を得た柔軟な判断の積み重ねがあったと考えら

れる。

カンボディア国は長い間内戦状態が続いていたため、1990年代初頭は国家としての主権

が保たれていない状況であった。日本政府は 1991 年の和平協定に合わせて調査団を派遣

し、カンボディア国政府保健省にアドバイザーを派遣することを決定したが、当時のカン

ボディア国は政府機能が麻痺しており、保健医療分野に限らず、国としての政策や開発の

方向性を立案していくことから始めなければならなかったのである。各国ドナーは支援の

可能性を模索していたが、こうした状況のなかで、保健省に派遣された専門家は、①緊急

課題及び優先課題の分析、②日本の優位性、③他ドナーとのデマケーションについて検討

し、保健システムの立ち上げから取り組むべきという判断を行った。フランスが独自性を

出そうという支援方針を打ち出したのに対し、日本はWHOとの協力関係を維持し、全体像

と国家としての保健に対する政策を議論した。そして政策・計画に関する意思決定におい

て重要な人物とのネットワークを構築し、環境づくりを行った。このような土台づくりが、

後のプロ技へと一貫した流れに活かされていると評価できる。

教訓 1：計画立案とプロ技導入に対する理解を求める環境づくりが重要である
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国家体制が整備されていない段階で各ドナーが独自性を出そうとやりやすい地域や分野

で援助を実施すると、国としての政策に一貫性がなくなりプロジェクトが虫食い状態にな

る危険性がある。援助対象になった地域とそうでない地域の差が出たり、対象となる受益

者選定の論理性や平等性が欠落すると、政府や支援団体に対する不透明感、不信感が生ま

れるおそれもある。

プロジェクトの重複や格差を生じさせないためには、同じテーブルのうえで議論して、

分担を決める必要があった。そこで、WHOは全体像をまとめ、各国の支援団体に対してデ

マケーションを行うことを目的に、1993年から1994年の間に毎月1回COCOMというドナー

調整機関の会議が実施された。そのなかで、日本政府から派遣されたアドバイザーは母子

保健の分野での協力を申し出た。ドナー間で役割分担を決め、筋の通った土台をつくった

ことが本案件の効率的な実施につながったと考えられる。

教訓 2：他ドナーとのデマケーションを明確にする

本案件は、上位計画立案時から検討されてきたことからプロジェクトのポジショニング

が明確で、目標がはっきりしていた。PDMはプロジェクト開始後しばらくしてから作成さ

れたが、本案件に関与している担当者の目的意識や共通認識が既に構築されており、ワー

クショップ等もスムーズに行われている。プロジェクト目標としては①管理運営能力向上、

②研修活動強化、③臨床能力向上の 3つが明確に挙げられており、それに対応する成果や

活動、投入が明記されている。その後もPDMは定期的にレビューして有効活用され、終了

時調査時点では④調査指導活動の強化、⑤啓蒙活動の強化が追記された5。このように、本

件は目的に向かっての役割分担が明確だということで、関与した関係者が動きやすかった

と評価されている。関係者・参加者に分かりやすい計画づくりが、その後の実施を効率的

にすると考えられる。

教訓 3：プロジェクトのポジショニングを明確にする（PDMの活用）

計画立案時の検討事項として、NGOとの連携や役割分担も必要である。カンボディア国

のケースのように、無政府状態の緊急援助においてはNGOが活躍する。NGOは現場にお

ける機動性を活かし、末端部分の業務に取り組み、一定の成果をあげていた。一方、ODA

5 JICA医療協力部、1999、「カンボディア王国母子保健プロジェクト終了時評価報告書」
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の範疇として派遣された保健省のアドバイザーは、中央政府の立場から、国づくりの上位

概念をつくっていく使命があった。政府間支援として政策部分のアドバイスをすることが

望まれていた。

ODAと NGOの位置づけが明確であれば、それぞれの立場でできることとできないこと

を整理して情報交換をしながら活動をするという環境が生まれる。アドバイザーは、主権

は国家にあるという基本的立場を支援し、政策的な手伝いをすべきであると考え、また安

定的で持続可能な体制づくりに重きを置くことになった。

教訓 4：ODAでできること、やるべきことを認識してプロ技の計画立案を行う

2） 実施時におけるマネージメントの重視

プロ技は専門家グループによって実施される。途上国における技術援助案件では、専門

家としての知識・経験・能力以上に交渉・調整・運営能力などのリーダーシップがプロジェ

クト成果を生む鍵となる。国際協力案件における専門家の資質とは、専門分野の深さだけ

ではなく、現場ではむしろマネージメント能力が問われる。特に、プロジェクトのチーム

リーダーにとっては、自分の専門研究や診察を続けていくことは本来の仕事ではなく、プ

ロジェクト運営においては専門へのこだわりが円滑な実施の妨げになることもある。本件

では、専門家のマネージメント能力が発揮され、チームが有機的に結びついて相乗的な効

果があったと評価されている。

まず、日本人が現地へ行くということは、何人助けたかということが貢献・実績ではな

く、現地の医師への教育こそが任務であるという認識が本案件においては徹底していた。

チームリーダーは母子保健分野の第一人者であったが、「自分が自ら診察をするのは、煮詰

まった時の気分転換だと考えた方がいい」というアドバイスを受け、診察よりもプロジェク

トのマネージメントに尽力した。医師が診察するとそれに埋没してしまう危険性があり、

全体像を見ることができなくなるため、診察は、ホッとできる充実感を味わうための医者

の自己満足だという意識をもってプロジェクトの円滑な実施に集中したという。

チームリーダー以外のメンバーは、より「専門家」であることができるが、それでも、現

地カウンターパートとの関係においては各分野のチームリーダー的立場をもっている。自

分で診察するよりも、やはり現地の医師の教育に重点を置くという発想の下、プロジェク

ト終了後の自立発展性を重視した技術移転が行われた。

教訓 5：直接的な診察よりも現地の医師への技術移転を重視する
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また、日本人の医師が直接患者を診るには限界がある。まず、言語の壁があり、患者の

症状を正しく診断できない。さらに、近代的機材で診療していた場合は、現地の機材に合

わせた治療が難しい。日本人医師として、できることとできないことを認識して、それを

現地のカウンターパートにもきちんと伝えることが重要である。本案件では、日本人専門

家の立場、外国人である医師の限界を相手側に十分に説明したことによって、カウンター

パートの自立を促進し、参加者意識やオーナーシップを育てることに貢献できた。

教訓 6：外国人医師が患者を診る行為には限界がある

3） 当事者意識のある機能的なシステムの構築

熱意や努力はプロジェクトにおいて重要な要素であるが、集団で実施されるプロジェク

トを運営する場合は、それだけでは限界がある。関係者がそれぞれの立場や役割を認識し

て全体として効率的に機能するためにはシステムの構築が肝要である。

一方、カンボディア国は、長らく無政府状態が続き、システムより暴力や武力が勝って

いた。ポルポト時代には、システムそのものが暴力を生み、虐殺を生んでしまった。また、

協力関係を生み出すための強制労働が行われ、これらの集団管理のために告発を奨励して

いた。本案件のプロジェクトチームは、こうした歴史的経緯を踏まえ、他者から押しつけ

られたルールではない、実施機関の当事者たちがつくったルールを構築しようと試みた。

その例として PDMワークショップが役立った。

教訓 7：相手国側が当事者意識をもてるようなシステムづくりを行う

当事者意識の形成は、病院関係者にのみ求められるものではない。患者に受益者負担と

して診察料を求めることも、持続発展性や公平性を考えると必要なシステムである。カン

ボディア国は長年にわたり医療費が無料であったが、現実には患者家族が医師に対して謝

礼を渡すケースが多く、こうした慣習が、逆に診療機会の偏りを生んでいるのではないか

という指摘があった。そこで、貧困層に対しては料金免除制度を設けながら、一般患者に

対してはユーザー・フィー・システムを導入した。NMCHC職員に対して同システムに関す

る意識調査をしたところ、回答者の 7割が肯定的にとらえているが、「富裕層には安すぎ、

貧困層には高すぎる」という指摘もあった。システム導入に際しては、その効果や運用状況

について常に相手国側やユーザーの意見をフィードバックしてシステム改善に活かす姿勢

が重要である6。

6 JICA医療協力部、1995～ 1996、「四半期報告書」
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教訓 8：公平な受益者負担のあり方を職員とともに検討する

ユーザー・フィー・システムは、病院経営の安定的な予算確保のためにつくられた。カ

ンボディア国は国家予算が乏しく、公務員の給与が低いだけでなく、支給が滞りがちで

あった。他ドナーやNGOなどは、業務に合わせて公務員に対しても別途報酬を支給して

いたが、JICAのスキームにはそういうシステムがなく、公務員に対する人件費は供与しな

いというルールがあった。この JICAルールを理解してもらうのに非常に時間を要し、最も

解決が困難な問題であった。平等性や透明性を考えると、公務員への報酬は好ましくない

というのが JICAの立場であるが、最終的には、出張や特別なセミナー助手などの業務を

行った場合については幾らかの対価を支払うことになった。しかし、こうした手当は恒常

的なものではなく、職員の給与問題はプロジェクトの継続にとって致命的な問題となって

いた。本計画では、ユーザー・フィー・システムによって徴収された診察料の50％をNMCHC

の運営費（メンテナンス等）に、49％を職員給与に当て、1％を大蔵省へ納めるという取極め

を行った7。このシステムは有効に機能し、全国の病院が同システムをスタンダードとして

導入しようとしている。

教訓 9：職員の生活基盤に対する配慮をシステムの問題として扱い、改善策を検討する

職員給与を支払えないという問題は専門家個人の裁量だけでは解決できない。本案件で

は、JICAの他のスキーム「一般無償資金協力」を活用し、病院建設を行っているが、新しい

病院を建設して近代的な資機材を導入するという職場環境と医療改善の希望を与えたこと

が、職員のモチベーションを保持するのに役立った。また、プロジェクト方式技術協力で

は、先に無償による施設建設が行われた後に専門家が配置されるケースが多いなか、本件

はプロ技が始まってしばらくしてから建設が開始され、協力期間内に完成している。その

ため基本設計段階でも専門家の意見が反映され、スタッフ間でも移転の準備や移転後の役

割分担の協議が行われてスムーズな病院開業へとつながった。プロジェクトにはできるこ

とに限界があるが、他のスキームなどを活用すれば事業が円滑に進む場合もある。

教訓 10：他の援助スキーム及びシステムを有効活用する

7 JICA医療協力部、1999年、「カンボディア王国母子保健プロジェクト巡回指導調査団報告書」
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4） 国内支援体制の充実

プロ技は、長期及び短期専門家が日本と現地を行き来しながら 5年間で目標を達成する

ことになっている。そのため期間内のスケジュール管理や人材派遣のやり取りも重要な業

務となる。一般のプロ技では、派遣業務を JICAが行うことが多いが、人選や派遣時期につ

いてはプロジェクト全体を熟知していなければ適切に対応できない。本案件では、国内支

援委員会が全体プロジェクトを常にモニタリングしながら、適材適所、タイミングを考慮

して専門家派遣をバックアップした。

国立国際医療センターの実施案件は、他の医療案件と比較して支援チームの存在が大き

いと評価されている。他案件の支援チームは形骸化している場合が多いが、医療センター

のかかわった案件は、派遣人事やモニタリングなどを積極的に行い、電子メールなどで指

導や相談にも応じており、本プロジェクトの場合もこの体制が効果的に機能した。専門家

の派遣前に事前情報を提供し、十分な準備を提供するなどの配慮も行われた。途中で加

わった長・短期専門家が現場に早急に適応できるような体制が整っていたのである。また、

国際医療センターは研修員の受け入れも積極的に行っており、現地のニーズに応えるため

に独自に研修カリキュラムを作成している8。

教訓 11：国内支援委員会において一貫したキャッチアップ体制を取る

これは、日本の政策医療の一環として、①ガン、②循環器、③国際医療が三本柱となっ

た際に、国際医療センターが③国際医療を担う中心的な存在として位置づけられたという

ことが大きく影響している。国際医療については、8つの国立病院（仙台、東静岡、京都、

奈良、宇多野、長崎、熊本、国際医療センター）が重点的に行うことになっており、国際協

力部をつくって人材育成に尽力している。そのなかで、国際医療センターが中心的な役割

を果たしているが、同センター所属で派遣できる医師は約35名、看護婦は15名であり、十

分な人数を抱えているわけではない。その際に重要になるのが病院間のネットワークであ

る。本案件は当初国際医療センターと東京女子医大の医療専門家でスタートしたが、その

後は他の関係機関に広く働きかけ、現場で要請のある専門分野の適任者を配置することに

成功した。国内支援委員会は、派遣依頼に際しプロジェクトの実施経緯や現状の問題点、期

待される専門性などを説明しているが、こうした活動を通して、専門家のネットワークが

広がっている。

8 国立国際医療センター編著、2002、「国際保健医療協力ハンドブック」国際開発ジャーナル
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教訓 12：適任者を適切なタイミングで派遣するためのバックアップを充実させる

（2）まとめ：プロジェクトを支える構造と機能

本案件について聞き取り調査を行っていくと、プロジェクトは決してプロジェクトのみで

成り立っているわけではないことが明らかになってきた。そこで事例研究の分析結果として、

プロジェクトを支える構造と機能を表3－ 1のように整理した。これは、具体的な事業活動の

整理分析ではなく、概念として、このような構造モデルが成り立ち、機能していたのではな

いかという仮説である。

また、本案件には、「母子保健に係る技術移転とオーナーシップの醸成」といった命題が

あったと思われる。この命題は本案件の根底に必ず存在しており、技術的な問題や派遣人事

に対しても、一貫したコンセプトによって裏打ちされていたようである。

このコンセプトを支えるために、4つの柱があったと考えられる。上記のマトリックスは、

その構造を示したものである。

1点目は、上位概念から派遣業務や研修員受入れまで関与した国内支援委員会の存在であ

る。2点目は、マネージメントの重視であり、長い内戦によって失われたオーナーシップを醸

成するために、強いリーダーシップと同時に援助の限界を根気よく説明し、教育・訓練にあっ

たことである。3点目は患者に対する具体的な診察・治療などである。カンボディア国側医療

スタッフが中心になって実施し、それを日本人専門家がモニタリングをし、アドバイスを送

るという活動が繰り返された。4点目は近代的施設及び資機材の導入であり、プロ技の活動内

容に合わせて一般無償資金協力のスキームを活用したことが挙げられる。

これらの 4つの柱は個々の活動目標を達成させるとともにサイクルを描きながら相乗的な

全体の底上げを可能にする。スパイラルモデルと記した内側のループが現場での具体的な活

動であり、マネージメントと医療技術によって支えられている。その外側で、計画立案とモ

ニタリングを行う国内支援体制があり、また資機材によるサポートがある。人口・保健医療

案件は独自性が強く、普遍化することは困難であるが、こうしたサイクルを描いたモデルと

いうのは、ある程度共通したモデルとして考えられるのではないだろうか。
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施設及び資機材導入

による近代化

近代的医療技術を導

入するために無償資

金協力のスキームを

活用した。通常の病

院よりも分娩室を大

きくするなどしてプ

ロ技による技術移転

を重視した設計にし

た。

病院建設

資機材導入

メンテナンス

表 3－ 1　カンボディア王国母子保健プロジェクトの全体構造

技術協力
母子保健に係る技術移転とオーナーシップの醸成

コンセプト

戦　略

方向性

内　容

スパイラル

モデル

国内支援体制充実化

による情報提供及び

派遣業務の最適化

プロ技の計画段階か

ら関与し、事業のモ

ニタリングや具体的

な派遣業務に対して

もバックアップを

行った。

プロ技の計画立案

人材募集及び選定

モニタリング調査

研修員受入れ

リーダーシップとマ

ネージメントを重視

した自立発展のため

の技術移転

専門家と現地医師、

ODAとNGOの役割分

担を明確にし、援助

の限界を説明するこ

とにより、当事者意

識を醸成した。病院

経営安定化のための

組織強化、教育訓練、

受益者負担制度の導

入などを実施した。

組織強化

教育・訓練

－帝王切開

－検査・診断・治療

病院経営

－ユーザー・フィー・

システム

－情報管理

母子保健医療の向上

と普及

近代的資機材に合わ

せた医療技術を導入

し、診断及び治療を

充実させた。母親学

級を開催し、妊娠中

毒症の予防に努める

とともに、手術数、入

院患者数の増加に対

応している。

看護・母親学級

検査・診断・治療

－胎児ドップラー診

断法

－CTGモニター診断

法

－腹部エコー診断法

－新生児保育器

－脊髄麻酔

－手術　他

マネージメント 医療技術バックアップ 施設・資機材
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3－3 ネパール王国プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト

本案件は、分散型で活動範囲が首都近郊 2郡にわたるプロ技であり、日本側は地方自治体が支

援している比較的新しいタイプの取り組みである。ベースラインデータの収集に力を入れ、目標

を明確に示そうと試みているが、その達成度については意見が分かれる。活動内容の重要さを認

識している反面、反省点も多いと考えられており、そのなかから教訓を得ていくことが可能であ

ろう。プロジェクトの概要は次のとおりである。

プロジェクト履歴：

1992年 6月 事前調査団派遣

1992年 12月 実施協議調査団派遣、R/D交換

1993年 4月 プロジェクト開始

1994年 2月 計画打合せ調査団派遣（前年度の活動の総括、専門家へのアドバイス、1994年度

の活動計画策定、カウンターパートの変更確認）

1995年 1月 巡回指導調査団派遣

1997年 5月 終了時評価調査団派遣、1年間のフォローアップ協力決定

1998年 9月 終了時評価調査団派遣

1999年 3月 プロジェクト終了

要　約：

1991年、埼玉県はWHOと共同で「埼玉公衆衛生世界サミット」を開催し、そのフォローアップ

事業として埼玉県も国際協力事業として何らかの協力に取り組むことになった。その時、厚生省

（当時）やWHOからネパール国でのプライマリー・ヘルスケア・プロジェクトが県側に提案され、

県の衛生部を中心に専門家が派遣された。日本の自治体が JICAプロジェクトに専門家を派遣する

こと自体は珍しくないものの、この例のように体制を整備して、継続的な派遣を行ったのは初め

てのケースであった。対象地域は、バクタプールとヌワコットの 2郡で、後に後者を対象に 1年

間のフォローアップ協力が実施された。

主な活動内容は、以下のとおりである。

◆ベースライン調査の実施（世帯レベルの保健に関する習慣・行動、保健施設に対する意

識、人口統計に関する意識、など）

◆郡病院、保健事務所、ヘルスポスト（HP）、村落開発委員会（VDC）の情報収集と処理能

力の強化

◆HPの改修、機材の設置

◆病院とHPの小児・母子保健分野での連携強化（5歳未満児健康診断、妊産婦定期検診、母

子健康手帳の開発等）（バクタプール郡）

◆ドラッグ・スキーム（薬品供給計画）の導入と実施

◆食生活実態調査・水質調査（バクタプール郡）と栄養指導

◆健康教育車を使った健康・衛生関連の情報提供、啓蒙活動

なお、プロジェクトの活動計画は作成されているもののPDMは策定されなかった。理由は明ら

かでない。
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（1）得られた教訓

評価報告書からも専門家インタビューからも終了時点で最も成果を収められた、とされて

いるのはドラッグ・スキーム（DS）であった。これはそれまで住民が無料で享受していた薬代

をHPの持続性を確保すべく有料化したものであり、これによってエッセンシャル・ドラッグ

の供給が安定化した。バクタプール郡の大半のHPでこれが採用された（21のHPに普及）。こ

のような背景からフォローアップ期間の活動内容は、DSに絞られた。ヌワコット郡でも14の

HPで導入された。

これは、それまで無料であるゆえ安定して入手できなかった薬がたとえ有料でも入手でき

ることに住民の強い支持があったためであろう。

教訓 1：住民ニーズに合致した活動は効果に広がりが期待できる

一方、困難に直面した問題もいくつかある。第一にカウンターパートの配置の遅れやその

交代が頻繁に生じたため、プロジェクト実施の効率に大きな影響が生じた。プロジェクトの

初期段階は、1991年に制定された「新保健政策」の導入時期に重なったため人事異動が多く、

最初の段階からつまづきがあった。プロジェクト全体の責任者が当初は保健省公衆衛生局長

であったのが中部地域医務局長に変更された。

また、計画ではネパール国側の投入として 2郡の保健施設へ人員が配置されることになっ

ていたが、実際には空席が目立っていた。これは、1992年の事前調査でR/Dが交わされた後、

1993年 7月にネパール国保健省で大きな機構改革があったことが原因である。それだけでな

く、同国では生活環境の厳しいへき地を嫌って辞令を受けても異動しない職員が多いという

事情もある。

さらに、ヌワコット郡ではプロジェクト活動拠点としてヘルスセンターを建設することに

なっていたが用地確保の問題から実現せず、同郡における活動に支障を来した。

カウンターパートの確保と配置はプロジェクトでしばしば問題になる。本件でも比較的早

い段階からこの問題が指摘され、日本側もことあるごとに正式な場で人員確保についてネ

パール国側にコミットするように申し入れていた。

しかし、実際に文書化されても、政治的、社会文化的な背景もあってプロジェクトのレベ

ルではコントロールできず、受入側の職員の努力だけではいかんともしがたいことも事実で

ある。受入機関側の問題はしばしば「外部条件」として扱われているが、本件のように実施に

大きな支障を生じさせている場合、なるべく早い段階でオルタナティブを考えるなど対策を

講じることが必要になってくる

一方、HPの責任者は、インチャージと呼ばれるが、上述のとおり、特にヌワコット郡では
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へき地勤務を嫌って空席が目立っていた。一方、首都への通勤圏でもあるバクタプール郡で

はたいていのHPにはインチャージがいた。そしてインチャージが勤務しているHPはある程

度安定して機能していた。

教訓 2：計画段階からカウンターパートの確保を見とおして実施効率の確保に努める必要

がある

最初の 2年間をベースライン・データ調査、収集、分析に費やしたことは、詳細な計画を

つくり、実態を踏まえた活動をしていくために必要不可欠なことであるが、一方で当初の予

定プロジェクト期間を 5年間としていたことから考えると準備作業に時間をかけすぎたので

はないかという指摘がなされている。

一方、最終報告書では、「PHC事業の具体的な効果（乳幼児死亡率や妊産婦死亡率）の指標

は時系列に把握できていないので、指標による比較検討はできない」と述べており、ベースラ

イン調査の結果がきちんと分析され活用されたのか疑問が残る9。

ベースライン・データ調査に時間がかかったことについては、調査の準備ができてもネ

パール国側の実施体制によりなかなか実施できないという事情もあったが、このように「ベー

スライン調査とは時間がかかるものだ」というイメージが形成されてしまうと、今後、その重

要性にもかかわらず敬遠されてしまう懸念も払拭できない。

現在、このような調査の実施や方法の判断については完全に専門家に委ねられているが、

JICAとしてプロ技における調査の体制を考慮していく必要もあるのではないだろうか。

教訓3：ベースライン調査とデータを計画的に実施し、その位置づけを明確化しておく必要

がある

プロジェクト・サイトは 2 郡あったが首都をはさんでそれぞれ反対の方向に位置し、地

理的・経済的条件に大きな隔たりがあった。首都の南東部に位置するバクタプール郡は、首

都圏とも呼べる近郊地域で首都への通勤者も多く、所得水準も比較的高い。他方、首都の北

部のヌワコット郡は山岳地帯で、郡の東半分はアクセスさえ困難な地域である。そのためプ

ロジェクト活動自体、アクセスしやすいバクタプール郡から先に取りかかる、という傾向が

強く、結果としてプロジェクト終了時にはヌワコット郡対象に期間を延長することになった。

9 JICA医療協力部（平成10年12月）「ネパール王国プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト（フォローアップ協力）
終了時評価報告書」p.16
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これはある程度やむを得ないことかもしれないが、計画・立案段階で 2郡の地域的、経済

的格差は把握されていたはずであり、それぞれについてどのようなアプローチが取られるべ

きか初期段階で考慮・検討されるべき問題であったといえる。報告書によると、計画打合せ

調査団が派遣されたプロジェクト開始から約 1年が過ぎた時点でヌワコット郡におけるアプ

ローチや活動の絞り込みが終了していないことが明らかになっている10。また、ヌワコット郡

のHPの状況把握が着手されたのは1994年 9月でプロジェクト開始から1年半の歳月が流れて

いた11。

2郡とも当初予定期間で終了していれば、コスト・パフォーマンスの面からも正当な評価を

得られたものと思われる。なお、計画打合せ調査の段階で、ヌワコット郡での活動を開始す

べきという指摘があったが、報告書では同地域で活動するUNICEFや NGO、JOCVの存在が

指摘され、連携の重要性が述べられているが、その後この点についての進展はつまびらかで

ない。一方、ネパール国は協力案件が非常に多いため、援助期間の間である程度「すみわけ」

が作用していることも指摘された。

教訓 4：計画・立案段階での情報収集結果を活動計画作成に活用すべきである

上述したように本案件は、自治体が全面的にバックアップして実現したプロジェクトであ

るが、プロジェクトのモニタリングという視点から考えると、途中の計画打合せ調査団や終

了時評価調査団のメンバーが県の関係者側が中心であったことにはやや疑問が残る。

その反面、チームワークがプロジェクトの成否のカギを握るということから言うと、同じ

派遣元から専門家が派遣されているというメリットも大きかったといえる。彼らは、帰国後

も職場が保証されているだけでなく、埼玉県に復帰しても横のつながりは続くため、事業展

開の一貫性や管理の統一性の面において、通常のプロジェクトでは様々な出身である専門家

グループとは一味違った連携ができたと思われる。また、カウンターパートの研修員受入れ

についても同様で、専門家派遣元が全面的にバックアップしたため、情報のやり取りの面で

効率的であったといえる。

また、このような専門家派遣に関心をもつ自治体は潜在的に存在すると思われるが、近年

の財政的制約から実際には本件以降、自治体が主体的になって取り組むプロジェクトは実現

していない。最も、日本国内のフィールド経験がネパール国のプロジェクトでも活用できた、

10 JICA医療協力部（平成6年8月）「ネパール王国プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト計画打合せ調査団報告書」
p.4

11 JICA医療協力部（平成7年7月）「ネパール王国プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト巡回指導調査団報告書」
p.6
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という見方と国際協力という特殊なフィールドでの言語を含めたトレーニングを受けた、あ

るいは経験を積んだ人のほうが専門家としてはふさわしいのではないか、という見方がある。

さらに、終了時評価報告書のなかでは、プロジェクトの円滑な運営のためには自治体と JICA

の間の連携を明確化しておいたほうがよい、という指摘もなされている。

教訓 5：自治体によるプロジェクトの連携体制確立が必要

本案件の特色のひとつは、活動内容が非常に広範囲にわたったことである。ただし、結核

対策や水質確保など調査は若干行われたが、主要な活動とはならなかった。

関連報告書を通してレビューすると、終了時評価報告書（1998年 12月）まで PCM手法が使

用された形跡はない。そこでは「上位目標」「成果」「活動」といった用語が登場するが、これは

この時期、PCM手法を使った評価がより一般化したため、評価調査時に策定したものであろ

う。しかし、あくまでもフォローアップ期間のみしかカバーされていない。一方、専門家に

よると派遣前には何らかの PCM研修を受けていた。

プロジェクト活動が多岐にわたり、それらをいかにモニタリングしていくか、適切に検討

された形跡は見られなかった。終了時評価報告書で「プロジェクト目標達成度を確認する」と

いう記述が出てくるが、それ以前の報告書では、本件の目標や成果が定義されていないため、

やや唐突な感じは否めない。

教訓 6：プロジェクトにおけるPCM手法の活用を徹底化する

（2）まとめ

計画・立案段階でのニーズの認識

プロジェクトの計画・立案時点ではいくつかの調査が行われるが、受入国の人口・保健医

療分野のニーズ、また特に地方の制度的制約、政治的環境が十分に考慮されていないことが

ままある。大抵の国では、「人口・保健医療」という大セクターのプロジェクトのニーズは高

いため、5項目評価で「妥当性は高い」と結論づけられてしまいがちだが、プロジェクト・レ

ベルのニーズを国全体の保健医療ニーズに結びつけてしまうのはやや飛躍しているように思

われる。

ネパール国のプロジェクトの場合、対象地域の住民の間でどのようなニーズがあるのか、

を把握するよりむしろ、派遣できる専門家の人数と分野によって活動内容が決められていっ

た、という点も指摘されている。

また、援助受入国側のニーズも変化してきており、住民レベルに保健サービスを提供する
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というだけでなく、よりマクロ的な視点から人口・保健医療分野の制度的問題に取り組む必

要性が指摘されている。このような現場レベルの活動と制度的改善の取り組みの組み合わせ

は、JICA案件の特色といってもよく、この例をさらに深く研究し、応用可能性を検討する価

値があると思われる。

調査団の役割

現行のプロジェクトの計画・立案、実施、モニタリング・評価などの一連のプロセスでは、

モニタリング・評価の位置づけがややあいまいになっている。

例えば、プロ技の場合、開始後 1年目に派遣される計画打合せ調査団やその後の巡回指導

調査団がモニタリングの役割を果たしているといえるが、これらの調査で実施されるべき内

容について項目化されておらず、派遣団員の派遣元や専門性から十分で適切なモニタリング

とフィードバックができるのか疑問がある。また、報告書によって、その記述、データ、情

報の処理の仕方にばらつきが多く、評価 5項目を評価軸にした報告も増えているが、実際に

は、「達成度」「効率性」「妥当性」などの境界線があいまいであり、全般的に分かりづらくなっ

ている。

指標のとり方

モニタリング・評価のために指標を設定するにあたって、適切な指標を選定することが重

要だが指標の数が多ければ良いということでは必ずしもない。責任所在を念頭に置いてかつ

制限のある時間と人員で収集・分析できるものであることが必要である。

本事例は、PDMと指標が不在であった。指標の質がプロジェクトの目標達成状況と関連す

ることを認識することも重要である。
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第 4章　人口・保健医療分野のモニタリング・評価の改善策

本章では、第2章と第 3章の分析とその結果から見いだされた諸問題を整理し、人口・保健医療

分野の改善策と、フィードバックを目的としたモニタリング・評価のあり方を検討する。

本調査は、評価報告書を基にメタ分析、統計解析、事例研究を行い、その結果を踏まえて今後

の人口・保健医療分野プロジェクトの実施管理の改善に向けて教訓を抽出することを最大の目的

にしていることは前述のとおりであるが、これらの結果については、人口・保健医療セクター特

有の課題もあれば、他のセクターと共有できる課題もある。今後、さらに他のセクターでも総合

分析を進めることによって、プロジェクト実施管理の改善に向けての具体的方向性が見いだされ

ることが期待されるが、ここで述べる課題及び改善策はあくまで調査対象の 55案件の分析結果か

ら得られたものである。

（1）計画・立案の強化：PCM手法の徹底化

現在、すべてのプロジェクトについて、PDMを作成することが義務づけられており、事前評

価表と合わせて、案件の計画・立案とモニタリング・評価のツールとして普及してきている。し

かし、現実には、PDMを義務感から作成し、その結果、成果と目標のロジックがあいまいであっ

たり、十分に練られていない目標が掲げられてしまったり、あるいは、計画・立案段階に作成

しただけでその後ほとんどレビューも活用もしないという事態が実際には生じている。そのた

め、今後は、PDM作成の徹底化を経た新たな段階にあると認識し、単なるPDM作成で満足する

のではなく、PDMの質の向上に取り組んでいく必要がある。また、カウンターパートを含めて

プロジェクト関係者の間でより PDMが共有される方策を検討することが望ましい。

PCM手法については、ジェンダーや社会配慮といった横断的課題を十分に考慮できない、と

いう意見もあるが、プロジェクト管理の視点からは現在のところ優れたツールであることは否

定できない。PDMを絶対評価の基準とし、あくまでも作成された PDMの枠組みに基づいて自

己評価や他己評価が行われるべきである。

そのための短期的に取り組める具体的方法としては、トライアルとして数件のプロジェクト

を選定し、プロジェクト・チームと並行してPDMモニタリングのためのサポート・チームを設

置し、計画・立案段階、実施段階、評価段階で指標の設定やデータ収集の方法を含めてモニタ

リングを行い、PDM手法の浸透・徹底化のための課題、ボトルネック、具体的なステップを明

らかにしていくことが考えられる。
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（2）自己モニタリングの拡充

上記PCM手法の徹底とも関連する課題であるが、現在、プロジェクトで半年ごとに提出する

ことになっている内部モニタリング結果をどのように位置づけるべきか、という課題がある。

現在は、半年ごとの提出が義務づけられているものの、そのモニタリング方法、内容と結果の

フィードバックについては、統一化された方策が明文化されているわけではない。PDMもプロ

ジェクトの進展に合わせて定期的にチェックされる必要があるがそのレビューの仕方について

もプロジェクトによってばらつきがある。恒常的なモニタリングは、プロジェクトの優先問題

を常に白日の下にさらし、関係者の間でそれを共有化し、問題に取り組んでいくためにも重要

な作業である。

同時に、透明性の確保という観点からしばしば外部者による評価（第三者評価）の拡大、とい

うことも唱えられているが、一方で、人口・保健医療分野と国際協力を懸け合わせて、専門的

観点から適切な評価をしなければ現場の専門家や関係者にとっての恩恵は少ない。外部評価も

ひとつの方法だが、ルーティンとして常にモニタリングが行われる仕組みをプロジェクト内で

確立していくことが望ましいと思われる。

例えば、プロジェクト期間中、専門家とカウンターパート間の定期協議の内容と結果を JICA

へ報告するためのフォーマットを統一化していくために現在議論がなされており、今後、プロ

ジェクト関係者自身による自己モニタリングの拡充が期待される。

また、年間報告書の作成と提出を徹底化して、当該期間中にプロジェクト目標がどれだけ達

成されたかを指標の比較とともに示していくことが必要であろう。

（3）プロジェクトのパッケージ化

本調査で十分に検討できなかった課題として、人口・保健医療分野のなかのサブセクターを

どのようように分類するか、という問題がある。「感染症」「家族計画」といっても様々な病気や

課題があり、第 2章で述べたように、同じ感染症でも国家レベルと地方レベルでの取り組みは

おのずと異なってくる。これらについてカテゴリー化することが望ましいのであろうが、現実

には膨大な時間と労力がかかるだろう。

一方、漠然と「人口・保健医療分野」と一括してしまうことでより細かい視点での問題のとら

え方がおざなりにされる危険性もあることから、プロジェクトのコンポーネントをグルーピン

グするなどしてある程度のパッケージ化をしていくことが望ましい。この具体的方法について

は今後検討していく必要がある。

（4）人員体制の強化・情報交換の促進

上記、自己モニタリングと関連して、現在の状況を踏まえて、プロジェクト管理を拡充、強
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化していくためには、プロジェクトに従事する人員を拡充することが望まれる。一方、今後、開

発協力予算が増加することは期待されないなかで、単なる量的拡充ではなく、現在の資源をフ

ルに活用していくことが現実的であろう。例えば、今まで人口・保健医療分野の国際協力に従

事した専門家のネットワークを強化し、インターネット上で情報交換のためのフォーラムを形

成したり、あるいは、国立国際医療センターのように経験豊富な人材を擁する機関を中心とし

て、人口・保健医療分野プロジェクトのモニタリング・評価を一元的に行うチームを設置して

いくことが考えられる。

（5）グッド・プラクティス・マニュアルの開発

主にPDMであるが、過去の事例や他ドナー、国際機関のモニタリング・評価のデザインから

構造のしっかりしたものや活用しやすいと評価されたものを教訓として収集し、それらを「グッ

ド・プラクティス」としてマニュアル化することも一考に値しよう。これをプロジェクト・レベ

ルで活用することによって、重要事項の意思決定に活用することもできる。また、本調査のな

かでもしばしば指摘されたカウンターパートのインセンティブという課題についても、これを

カウンターパートと共有して、パートナーシップの強化という観点からも、彼らのプロジェク

ト・パフォーマンスの向上に対する認識とモニタリング・評価のキャパシティーを高めていく

ことが期待される。





付　属　資　料

1.　調査対象案件リスト

2.　個別案件評価表

3.　55案件の分析表

4.　評価項目間の相関係数行列


















































































































































	表 紙
	目 次
	要 約
	第1章 総合分析の概要
	1－1 総合分析の背景と目的
	1－2 人口・保健医療分野の特色
	1－3 分析方法とプロセス

	第2章 メタ分析
	2－1 メタ分析の方法
	2－2 分析のプロセス
	2－3 メタ分析の結果
	2－4 統計解析の分析結果

	第3章 事例研究
	3－1 事例研究の目的と方法
	3－2 カンボディア王国母子保健プロジェクト
	3－3 ネパール王国プライマリー・ヘルスケア・プロジェクト

	第4章 人口・保健医療分野のモニタリング・評価の改善策
	付属資料
	1. 調査対象案件リスト
	2. 個別案件評価表




